
 
 

 

 

 

第４章 
 

 

 

各周波数区分ごとの評価結果 

4 - (1)



 
 

4 - (2)



 
 

第４章 各周波数区分ごとの評価結果 

 

 第４章では、第３章における各総合通信局管内ごとの評価結果を踏まえ、全国におけ

る無線局の分布状況、無線局に係る無線設備の利用状況、無線局を利用する体制の整備 

状況及び他の電気通信手段への代替可能性の有無等について、各周波数区分の評価を行

った。 

なお、本章における各項目の見方は次のとおりである。 

 

 

 

【例１】「（１）周波数区分の割当ての状況」の見方（137-138MHz の場合） 

 

 

 

 国  際  分  配  （MHz）  

国 内 分 配 （MHz） 

第一地域 第二地域 第三地域 

(１) (２) (３) (４) 

137-137.025  宇宙運用（宇宙から地球） 137-137.025  宇宙運用（宇宙から地球） 

  気象衛星（宇宙から地球）  J45  気象衛星（宇宙から地球） 

  移動衛星（宇宙から地球） 5.208A 5.209   宇宙研究（宇宙から地球） 

  宇宙研究（宇宙から地球）   

  固定   移動衛星（宇宙から地球） 

  移動（航空移動（Ｒ）を除く。）     J43 J44 

    

  5.204 5.205 5.206 5.207 5.208   

137.025-137.175  宇宙運用（宇宙から地球） 137.025-137.175  宇宙運用（宇宙から地球） 

  気象衛星（宇宙から地球）  J45  気象衛星（宇宙から地球） 

  宇宙研究（宇宙から地球）   宇宙研究（宇宙から地球） 

  固定   

  移動衛星（宇宙から地球） 5.208A 5.209   移動衛星（宇宙から地球） 

  移動（航空移動（Ｒ）を除く。）     J43 J44 

    

  5.204 5.205 5.206 5.207 5.208   

137.175-137.825  宇宙運用（宇宙から地球） 137.175-137.825  宇宙運用（宇宙から地球） 

  気象衛星（宇宙から地球）  J45  気象衛星（宇宙から地球） 

  移動衛星（宇宙から地球） 5.208A 5.209   宇宙研究（宇宙から地球） 

  宇宙研究（宇宙から地球）   

  固定   移動衛星（宇宙から地球） 

  移動（航空移動（Ｒ）を除く。）     J43 J44 

    

  5.204 5.205 5.206 5.207 5.208   

137.825-138  宇宙運用（宇宙から地球） 137.825-138  宇宙運用（宇宙から地球） 

  気象衛星（宇宙から地球）  J45  気象衛星（宇宙から地球） 

  宇宙研究（宇宙から地球）   宇宙研究（宇宙から地球） 

  固定   

  移動衛星（宇宙から地球） 5.208A 5.209   移動衛星（宇宙から地球） 

  移動（航空移動（Ｒ）を除く。）     J43 J44 

    

  5.204 5.205 5.206 5.207 5.208   

 

 

 

欧州、アフリカ、ロシア地域における分配 

南北アメリア地域における分配 

アジア、オセアニア地域における分配 第三地域にける分配を踏まえた 
日本国内の周波数分配 

国内周波数分配に対する脚注 

附録１の脚注番号の箇所を参照 

下線の業務は、周波数が

分配された二次業務 

割当周波数帯
域

国際周波数分配に対する脚注 

附録２の脚注番号の箇所を参照 

国内で周波数が分配
された一次業務 
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【例２】「（２）本周波数区分を利用する主な電波利用システム」の見方 

 

① 無線局免許等を要する電波利用システムグループ 

 

電波利用システムグループ名 免許人数 無線局数 (参考)主な電波利用システム※

陸上・自営（主に公共分野） 水防道路用無線 等 

陸上・自営（公共分野以外） 一般業務用無線 

陸上・放送 中波放送 等 

陸上・その他 アマチュア無線 等 

海上・船舶通信 船舶無線 

海上・測位 ラジオ・ブイ 等 

航空・航空通信 航空無線 

航空・測位 航空ビーコン 

その他・その他 実験局 等 

 

 

 

 

 

② 無線局免許等を要しない等の電波利用システムグループ 

電波利用システムグループ名 無線局数 (参考)主な電波利用システム※ 

その他・免許不要 コードレス電話 

その他・電波天文（注 2）   

 

 

 

 

 

免許不要のシステムの無線局数は、平成 17 年度から平成

19 年度までの 3 年間の全国における出荷台数の合計値であ

り、実際に運用されている無線局数とは異なる。 

主な電波利用システムについて例示をした。 

電波利用システムグループとの関係については、

第２章を参照。

主な電波利用システムについて例示をした。 

電波利用システムグループとの関係については、

第２章を参照。
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【例３】 各グラフ・表の見方 

①  無線局数の割合及び局数グラフについて 

 

 

*1 「その他」には下記の電波利用システムグループが含まれている。
*2 複数の電波利用システムグループに属する無線局は、それぞれにカウントしている。

割合 局数 割合 局数
陸上・自営（公共分野以外） 0.1% 172 陸上・自営（主に公共分野） 0.006% 19
航空・測位 0.01% 37

陸上・その他
92.6%（295,797局）

海上・船舶通信
1.0%（3,097局）

その他　（*1）
0.1%（228局）

陸上・放送
0.2%（627局）

航空・航空通信
0.2%（637局）

海上・測位
0.3%（1,014局）

その他・その他
5.7%（18,187局）

 
 

無線局数の割合及び局数グラフについては、複数の電波利用システムグ

ループに属する場合は、それぞれのグループごとにカウント。 

例えば、電気事業用の無線局が防災対策用の周波数を具備している場合

は、「陸上・自営（主に公共分野）」と「陸上・防災」にカウント。 
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② 無線局の推移のグラフについて 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

平成17年度 平成20年度

平成17年度 32,460 39,038 83,349 16,454 10,540 46,273 48,334 30,616 16,089 44,884 1,672 

平成20年度 23,507 33,227 72,064 13,013  8,679 37,559 39,903 23,730 12,623 35,798 1,392 

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

（無線局数）

 

 

 

 

③ 表について 

全て実施 一部実施 実施なし 全て実施 一部実施 実施なし 全て実施 一部実施 実施なし 全て実施 一部実施 実施なし

当周波数帯の合計 25.6% 23.9% 50.5% 17.4% 13.8% 68.9% 32.1% 32.5% 35.4% 24.3% 26.9% 48.9%

その他の防災無線 12.5% 25.0% 62.5% 50.0% 25.0% 25.0% 62.5% 12.5% 25.0% 0% 25.0% 75.0%

県防災端末系無線 33.3% 66.7% 0% 0% 33.3% 66.7% 33.3% 33.3% 33.3% 33.3% 33.3% 33.3%

市町村防災用無線 42.9% 14.3% 42.9% 14.3% 14.3% 71.4% 42.9% 21.4% 35.7% 57.1% 7.1% 35.7%

市町村防災用同報無線 36.6% 19.4% 44.1% 19.4% 14.0% 66.7% 43.0% 31.2% 25.8% 26.9% 18.3% 54.8%

公共業務用無線 19.6% 8.9% 71.4% 25.0% 10.7% 64.3% 37.5% 17.9% 44.6% 14.3% 12.5% 73.2%

消防用無線 19.1% 33.6% 47.3% 11.5% 13.7% 74.8% 19.1% 42.0% 38.9% 24.4% 41.2% 34.4%

故障対策地震対策 火災対策 水害対策

 

 

 

無線局の推移グラフについては経年

比較を行うため、実数でカウント。 

割合を示す表において、70％を超え

るものについては、網掛けを実施。 
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各グラフ・表に共通する留意事項について 

（ア）複数の周波数帯を利用している無線局については、それぞれの周波数帯ごとに

集計している。 

（イ）免許不要局のシステムは、無線局数が把握できないため除外している。 

（ウ）「％」表示は、原則として小数点第 2 位を四捨五入し、小数点第 1 位まで表示し

ている。 

（エ）0％又は 100％の場合のみ整数表示している。ただし、100.0%と表示されている

場合は、99.5％以上 100％未満のものであり、100％とは異なる。 

（オ）割合を表示しているグラフ及び表については、小数点第 2 位を四捨五入して、

表示したので、割合の総和が 100％にならないことがある。 

（カ）電波法の改正により平成 20 年 4 月 1 日から「実験局」は「実験試験局」に名称

変更が行われたが、平成 20 年度利用状況調査の調査基準日は平成 20 年 3 月 5

日であるため、本評価結果では「実験局」と表記している。 
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第１節  770MHz 以下の周波数の利用状況の概況【全国】 

 

770MHz 以下の周波数を利用する無線局について、電波の利用状況調査結果に基づ

き、周波数の利用状況を集計・分析した。 

 

（１） 770MHz 以下の周波数を利用する無線局数及び免許人数【全国】 

 

全国の無線局数 （注 1） 336.8 万局 

全国の免許人数 （注 1） 164.3 万人 

（参考）全国の人口 （注 2） 12,777.1 万人 

（注 1）770MHz 以下の周波数を利用しているもの。 

複数の周波数区分を利用している無線局・免許人は、当該複数分をカウントしているため、

実際の無線局数・免許人数より多い。 

（注 2）平成 19 年 10 月 1 日現在  資料：総務省統計局「第五十八回 日本統計年鑑 平成 21 年」 

 
（２） 770MHz 以下の周波数の利用状況の概要【全国】 

「周波数区分別の無線局数の割合及び局数」及び「周波数区分ごとの無線局数の

割合」に係る集計結果は、次の図表のとおりである。 

各周波数区分別の無線局分布をみると、③50MHz 超 222MHz 以下（1,137,083 局）

及び⑤335.4MHz 超 770MHz 以下（1,556,037 局）の 2 つの周波数区分に無線局数が集

中している。④222MHz 超 335.4MHz 以下の周波数区分の無線局数が極端に少ない理由

は、当該周波数区分にアマチュア局が存在しないためである。 

各総合通信局管内における無線局数については、関東管内が 874,711 局と全体の

26.0％を占めており、近畿管内が 427,061 局（12.7％）、東海管内が 396,536 局

（11.8％）と続いている。一方、沖縄管内が 23,976 局（0.7％）と最も少なくなっ

ている。 

平成 17 年度調査による無線局数と今回の調査の無線局数を比較すると全国的に

無線局数は減少傾向にあるが、これはアマチュア局の減少が大きいためである。ア

マチュア局を除けば、関東管内は 53,247 局（12.4％）、近畿管内は 11,832 局（5.3％）、

東海管内は 5,314 局（2.9％）それぞれ増加、九州管内では 12,425 局（6.0％）、東

北管内では 11,905 局（5.7％）それぞれ減少しており、地域的に偏在はあるものの、

全体としてはほぼ横ばいの状況にある。 
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図表－全－１－１ 周波数区分ごとの無線局数の割合及び局数【全国】 

⑤335.4MHz超770MHz以下
46.2%（1,556,037局）

③50MHz超222MHz以下
33.8%（1,137,083局）

②26.175MHz超50MHz以下
10.6%（356,999局）

①26.175MHz以下
9.0%（301,495局）

④222MHz超335.4MHz以下
0.5%（16,750局）

* 複数の周波数を具備する無線局は、周波数区分毎にカウントしている。
 

 

図表－全－１－２ 周波数区分ごとの無線局数の経年比較【全国】 

 

0

150,000

300,000

450,000

600,000

750,000

900,000

1,050,000

1,200,000

1,350,000

1,500,000

1,650,000

1,800,000

アマチュア局・
簡易無線局以外

6,845 6,101 65,245 58,383 527,035 493,530 6,481 16,750 592,999 594,604

簡易無線局 0 0 0 0 172,700 156,889 0 0 422,763 495,972

アマチュア局 362,864 295,394 363,505 298,616 574,966 486,664 0 0 547,483 465,461

平成17年度 平成20年度 平成17年度 平成20年度 平成17年度 平成20年度 平成17年度 平成20年度 平成17年度 平成20年度

①26.175MHz以下 ②26.175MHz超
50MHz以下

③50MHz超
222MHz以下

④222MHz超
335.4MHz以下

⑤335.4MHz超
770MHz以下

　凡例　　　　アマチュア局・簡易無線以外       簡易無線局       アマチュア局
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図表－全－１－３ 周波数区分ごとの無線局数の割合【全国】 

①26.175MHz以下
②26.175MHz超
　 50MHz以下

③50MHz超
 　222MHz以下

④222MHz超
 　335.4MHz以下

⑤335.4MHz超
　 770MHz以下

陸上・防災 6.2% 80.9% 4.9%

陸上・自営（主に公共分野） 0.0% 0.1% 22.7% - 9.7%

陸上・自営（公共分野以外） 0.1% 0.2% 9.5% 6.1% 20.5%

陸上・電気通信業務 0.0% 0.2% 0.5%

陸上・放送 0.2% 0.3% 1.2%

陸上・放送事業 0.2% 0.8% 0.3%

海上・船舶通信 1.0% 15.6% 1.4% 0.2%

海上・測位 0.3% 0.2%

航空・航空通信 0.2% 0.8% 10.2% 0.2%

航空・測位 0.0% 0.0% 0.4%

衛星・電気通信業務 1.1%

陸上・その他
※ 92.6% 83.5% 56.3% 61.9%

海上・その他 0.1% 0.7% 0.6%

航空・その他 0.1% 0.0%

衛星・その他 0.0%

その他・その他 5.7% 0.0% 0.1% 2.2% 0.2%

合計 100% 100% 100% 100% 100%

9.0% 10.6% 33.8% 0.5% 46.2%各周波数区分ごとの無線局数の割合

各
周
波
数
区
分
・
電
波
利
用
シ
ス
テ
ム
グ
ル
ー

プ
ご
と
の
無
線
局
数
の
割
合

※「陸上・その他」のうちアマチュア局が占める割合は次の通り。
①26.175MHz以下:99.9%、②26.175MHz超50MHz以下:100.0%、③50MHz超222MHz以下:75.6%、⑤335.4MHz超770MHz以下:48.4%
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図表－全－１－４ 770MHz 以下の無線局数の推移（各総合通信局の比較）

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成17年度 313,278 392,886 877,683 187,367 108,437 437,575 455,648 276,885 165,032 403,132 24,963 

平成20年度 282,008 358,185 874,711 164,510 95,647 396,536 427,061 247,406 146,594 351,730 23,976 

0 

100,000 

200,000 

300,000 

400,000 

500,000 

600,000 

700,000 

800,000 

900,000 

1,000,000 

平成17年度 平成20年度
（無線局数）

* 複数の周波数区分を利用している無線局は、当該複数分をカウントしているため、実際の無線局数より多い。

 

 

図表－全－１－５ 770MHz 以下の無線局数の推移（各総合通信局の比較・アマチュア局を除く）

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成17年度 155,249 209,313 430,578 101,044 55,465 184,119 221,624 131,987 82,134 205,550 17,005 

平成20年度 148,626 197,408 483,825 96,745 51,834 189,433 233,456 131,145 79,877 193,125 16,755 

0 

100,000 

200,000 

300,000 

400,000 

500,000 

600,000 

平成17年度 平成20年度
（無線局数）

* 複数の周波数区分を利用している無線局は、当該複数分をカウントしているため、実際の無線局数より多い。
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図表－全－１－６ 単位人口・単位面積あたりの 770MHz 以下の無線局数の割合（各総合通信局の比較） 

平成17年度 平成20年度 平成17年度 平成20年度 平成17年度 平成20年度 平成17年度 平成20年度

北海道 313,278 282,008 562.8 557.0 556.6 506.3 83,456 3.75 3.38

東北 392,886 358,185 963.5 950.4 407.8 376.9 64,902 6.05 5.52

関東 877,683 874,711 4238.0 4270.2 207.1 204.8 36,626 23.96 23.88

信越 187,367 164,510 462.7 458.5 404.9 358.8 24,908 7.52 6.60

北陸 108,437 95,647 310.8 309.2 348.9 309.3 10,420 10.41 9.18

東海 437,575 396,536 1502.1 1514.1 291.3 261.9 28,039 15.61 14.14

近畿 455,648 427,061 2089.3 2086.1 218.1 204.7 27,091 16.82 15.76

中国 276,885 247,406 767.6 763.1 360.7 324.2 31,817 8.70 7.78

四国 165,032 146,594 408.6 404.0 403.9 362.9 18,791 8.78 7.80

九州 403,132 351,730 1335.3 1327.2 301.9 265.0 42,180 9.56 8.34

沖縄 24,963 23,976 136.2 137.3 183.3 174.6 2,276 10.97 10.53

全国 3,642,886 3,368,364 12,776.8 12,777.1 285.1 263.6 377,930 9.64 8.91

1km
2
当たりの無線局数無線局数 人口(万人)

総合通信局別
1万人当たりの無線局数

面積(km2)

複数の周波数区分を利用している無線局は、当該周波数分をカウントしているため、実際の無線局数より多い。
人口は平成17年10月1日、平成19年10月1日現在。面積は平成19年10月1日現在。

各地方局の面積には、管区にまたがる境界未定地域（7,424km2）を含んでいない。
資料：総務省統計局「第五十八回 日本統計年鑑 平成21年」、国土交通省国土地理院「平成19年 全国都道府県市区町村別面積調」
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第２節  26.175MHz 以下の周波数の利用状況【全国】 

 

26.175MHz 以下の周波数を利用する無線局について、電波の利用状況調査結果に基

づき、用途別の分布状況等を集計・分析し、勘案事項及び評価をとりまとめた。 

 

（１） 周波数区分の割当ての状況 

周波数割当計画による本周波数区分の国際分配及び国内分配は、次のとおりであ

る。 

 

国  際  分  配  （kHz） 
国 内 分 配 （kHz） 

第一地域 第二地域 第三地域 

（１） （２） （３） （４） 

9 未満 （分配されていない） 9 未満  

 5.53 5.54  J1  

9-14 無線航行 9-14  無線航行 

14-19.95 固定 14-19.95   固定 

 海上移動 5.57   海上移動 J2 

 5.55 5.56   

19.95-20.05 標準周波数報時 （20kHz） 19.95-20.05  標準周波数報時 

20.05-70 固定 20.05-39  固定 

 海上移動 5.57  J3  海上移動 J2 

 39-41  標準周波数報時 

 41-59  固定 

  J3  海上移動 J2 

 59-61  標準周波数報時 

 61-70   固定 

 5.56 5.58  J3  海上移動 J2 

70-72 70-90 70-72 70-72  無線航行 

 無線航行 5.60  固定  無線航行 5.60   

  海上移動 5.57  固定   

  海上無線航行 5.60  海上移動 5.57   

  無線標定  5.59   

72-84  72-84 72-84  固定 

 固定   固定   海上移動 J2 

 海上移動 5.57   海上移動 5.57   

 無線航行 5.60   無線航行 5.60   

 5.56     

84-86  84-86 84-86  無線航行 

 無線航行 5.60   無線航行 5.60   

   固定   

   海上移動 5.57   

   5.59   

86-90  86-90 86-90  固定 

 固定   固定   海上移動 J2 

 海上移動 5.57   海上移動 5.57   

 無線航行   無線航行 5.60   

 5.56  5.61    

90-110 無線航行 5.62 90-110  無線航行 

 固定   

 5.64   

110-112 110-130 110-112 110-112  固定 J4  

 固定  固定  固定   海上移動 J5 

 海上移動  海上移動  海上移動   

 無線航行  海上無線航行 5.60  無線航行 5.60   

 5.64  無線標定 5.64   

112-115  112-117.6 112-117.6  無線航行 

 無線航行 5.60   無線航行 5.60   
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115-117.6   固定   

 無線航行 5.60   海上移動   

 固定     

 海上移動     

 5.64 5.66   5.64 5.65   

117.6-126  117.6-126 117.6-126  固定 J4 

 固定   固定   海上移動 J5 

 海上移動   海上移動   

 無線航行 5.60   無線航行 5.60   

 5.64   5.64   

126-129  126-129 126-129  無線航行 

 無線航行 5.60   無線航行 5.60   

   固定   

   海上移動   

   5.64 5.65   

129-130  129-130 129-135.7  固定 J4 

 固定   固定   無線航行 

 海上移動   海上移動   

 無線航行 5.60   無線航行 5.60   

 5.64  5.61 5.64  5.64   

130-135.7 130-135.7 130-135.7   海上移動 J5 

 固定  固定  固定   

 海上移動  海上移動  海上移動   

   無線航行   

 5.64 5.67  5.64  5.64   

135.7-137.8 135.7-137.8 135.7-137.8 135.7-137.8  固定 J4 

 固定  固定  固定   無線航行 

 海上移動  海上移動  海上移動   海上移動 J5 

 アマチュア 5.67A  アマチュア 5.67A  無線航行   

   アマチュア 5.67A   アマチュア J5A 

 5.64 5.67 5.67B  5.64  5.64 5.67B   

137.8-148.5 137.8-160 137.8-160 137.8-160  固定 J4 

 固定  固定  固定   無線航行 

 海上移動  海上移動  海上移動   

   無線航行   海上移動 J5 

 5.64 5.67     

148.5-255  5.64  5.64   

 放送 160-190 160-190 160-200  航空無線航行 

  固定  固定    

   航空無線航行   

 190-200   

  航空無線航行   

 5.68 5.69 200-275 200-285 200-285  航空無線航行 

 5.70  航空無線航行  航空無線航行   

255-283.5  航空移動  航空移動   

 放送    

 航空無線航行    

 5.70 5.71 275-285    航空移動 

283.5-315  航空無線航行    

 海上無線航行（無線標識）  航空移動    

   5.73  海上無線航行（無線標識）    

 航空無線航行 285-315 285-325  航空無線航行 

  海上無線航行（無線標識） 5.73   

 5.72 5.74  航空無線航行   

315-325 315-325 315-325   海上無線航行 J6 

 航空無線航行  海上無線航行（無線標識）  航空無線航行   

 海上無線航行（無線標識）    5.73  海上無線航行（無線標識）   

   5.73  航空無線航行    5.73   

 5.72 5.75     

4 - 7



 

 
 

 
325-405 325-335 325-405 325-405  航空無線航行 

 航空無線航行  航空無線航行  航空無線航行   

  航空移動  航空移動   

  海上無線航行（無線標識）    

 335-405    航空移動 

  航空無線航行    

 5.72  航空移動    

405-415 405-415 405-415  海上無線航行 

 無線航行 5.76  無線航行 5.76   

 5.72  航空移動   航空無線航行 

415-435 415-495 415-495  海上移動 J9 

 海上移動 5.79  海上移動 5.79 5.79A  J7  J10  

 航空無線航行  航空無線航行 5.80   

 5.72    

435-495    航空無線航行 

 海上移動 5.79 5.79A    

 航空無線航行    

 5.72 5.82  5.77 5.78 5.82   

495-505 移動 5.82A 495-505  移動 J11 

 5.82B  J11A  

505-526.5 505-510 505-526.5 505-526.5  海上移動 J9 

 海上移動 5.79 5.79A  海上移動 5.79  海上移動 5.79 5.79A  J12  

      5.84        5.84   

 航空無線航行   航空無線航行   

 510-525  航空移動   航空無線航行 

  移動 5.79A 5.84  陸上移動   

  航空無線航行    

 5.72 525-535    

526.5-1606.5  放送 5.86 526.5-535 526.5-1606.5  放送 J13 

 放送  航空無線航行  放送   

   移動   

   5.88   

 535-1605 535-1606.5   

  放送  放送   

 5.87 5.87A 1605-1625    

1606.5-1625  放送 5.89 1606.5-1800 1606.5-1705  移動（航空移動を除く｡） 

 固定   固定   

 海上移動 5.90   移動   

 陸上移動   無線標定   無線標定 

 5.92  5.90  無線航行   

1625-1635 1625-1705    

 無線標定  固定    

  移動    航空無線航行 

 5.93  放送 5.89    

1635-1800  無線標定    

 固定  5.90    

 海上移動 5.90 1705-1800  1705-1800  海上移動 

 陸上移動  固定    

  移動    無線標定 

  無線標定    

 5.92 5.96  航空無線航行 5.91   航空無線航行 

1800-1810 1800-1850 1800-2000 1800-1810  無線標定 

 無線標定  アマチュア  アマチュア   

 5.93   固定   

1810-1850   移動（航空移動を除く｡） 1810-1825  アマチュア 

 アマチュア   無線航行 1825-1907.5  固定 

 5.98 5.99 5.100    無線標定   移動（航空移動を除く｡） 

 5.101    無線航行 

1850-2000 1850-2000    無線標定 

 固定  アマチュア    
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 移動（航空移動を除く｡）  固定  1907.5-1912.5  アマチュア 

  移動（航空移動を除く｡）  1912.5-2000  固定 

  無線標定    移動（航空移動を除く｡） 

  無線航行   無線航行 

 5.92 5.96     無線標定 

 5.103  5.102  5.97   

2000-2025 2000-2065 2000-2065  固定 

 固定  固定   移動（航空移動を除く｡） 

 移動（航空移動（Ｒ）を除く｡）  移動   

 5.92 5.103    

2025-2045    

 固定    

 移動（航空移動（Ｒ）を除く｡）    

 気象援助 5.104    

 5.92 5.103    

2045-2160    

 固定 2065-2107 2065-2107  海上移動 

 海上移動  海上移動 5.105   

 陸上移動  5.106   

 5.92 2107-2170 2107-2170   固定 

2160-2170  固定   移動（航空移動を除く｡） 

 無線標定  移動   

 5.93 5.107    

2170-2173.5 海上移動 2170-2173.5  海上移動 

2173.5-2190.5 移動（遭難及び呼出し）  2173.5-2190.5  移動 

  J14 J15  

 5.108 5.109 5.110 5.111  J16 J17  

2190.5-2194 海上移動 2190.5-2194  海上移動 

2194-2300 2194-2300 2194-2495  固定 

 固定  固定   移動（航空移動を除く｡） 

 移動（航空移動（Ｒ）を除く｡）  移動   

 5.92 5.103 5.112  5.112   

2300-2498 2300-2495   

 固定  固定   

 移動（航空移動（Ｒ）を除く｡）  移動   

 放送 5.113  放送 5.113   

 5.103 2495-2501 2495-2501  標準周波数報時 

2498-2501  標準周波数報時 （2500kHz）   

 標準周波数報時    

  （2500kHz）    

2501-2502 標準周波数報時 2501-2502  標準周波数報時 

 宇宙研究   宇宙研究 

2502-2625 2502-2505 2502-2505  標準周波数報時 

 固定  標準周波数報時   

 移動（航空移動（Ｒ）を除く｡） 2505-2850 2505-2850  固定 

 5.92 5.103  固定   移動（航空移動を除く｡） 

 5.114  移動   

2625-2650     

 海上移動    

 海上無線航行    

 5.92    

2650-2850    

 固定    

 移動（航空移動（Ｒ）を除く｡）    

 5.92 5.103    

2850-3025 航空移動（Ｒ） 2850-3025  航空移動（Ｒ） 

 5.111 5.115  J16 J18  

3025-3155 航空移動（ＯＲ） 3025-3155  航空移動（ＯＲ） 

3155-3200 固定 3155-3230  固定 

4 - 9



 

 
 

 
 移動（航空移動（Ｒ）を除く｡）  J19  移動（航空移動（Ｒ）を除く｡）

 5.116 5.117   

3200-3230 固定   

 移動（航空移動（Ｒ）を除く｡）   

 放送 5.113   

 5.116   

3230-3400 固定 3230-3400  固定 

 移動（航空移動を除く｡）   移動（航空移動を除く｡） 

 放送 5.113   

 5.116 5.118   

3400-3500 航空移動（Ｒ） 3400-3500  航空移動（Ｒ） 

3500-3800 3500-3750 3500-3900 3500-3575  アマチュア 

 アマチュア  アマチュア  アマチュア 3575-3599  固定 

 固定   固定   移動（航空移動（Ｒ）を除く｡）

 移動（航空移動を除く｡）   移動 3599-3612  アマチュア 

   3612-3680  固定 

     移動（航空移動（Ｒ）を除く｡）

   3680-3687  アマチュア 

   3687-3702  固定 

     移動（航空移動（Ｒ）を除く｡）

   3702-3716  アマチュア 

   3716-3745  固定 

  5.119    移動（航空移動（Ｒ）を除く｡）

 3750-4000  3745-3770  アマチュア 

  アマチュア  3770-3791  固定 

  固定    移動（航空移動（Ｒ）を除く｡）

 5.92  移動（航空移動（Ｒ）を除く｡）  3791-3805  アマチュア 

3800-3900     

 固定   3805-3900  固定 

 航空移動（ＯＲ）     移動（航空移動（Ｒ）を除く｡）

 陸上移動     

3900-3950  3900-3950 3900-3950  航空移動 

 航空移動（ＯＲ）   航空移動   

 5.123   放送   放送 

3950-4000  3950-4000 3950-4000  固定 

 固定   固定   

 放送   放送   

  5.122 5.125  5.126   

4000-4063 固定 4000-4063  固定 

 海上移動 5.127   

 5.126   海上移動 

4063-4438 海上移動 5.79A 5.109 5.110 5.130 5.131 4063-4065  海上移動 

      5.132 4065-4146  海上移動 

  J20  

 4146-4152  海上移動 

 4152-4172  海上移動 

 4172-4181.75  海上移動 

  J14  

 4181.75-4186.75  海上移動 

 4186.75-4202.25  海上移動 

 4202.25-4207.25  海上移動 

 4207.25-4209.25  海上移動 

  J17  

 4209.25-4219.25  海上移動 J9 

  J21 J22  

 4219.25-4221  海上移動 

 4221-4351   海上移動 

 5.128 5.129 4351-4438   海上移動 

4438-4650  4438-4650 4438-4650  固定 
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 固定  固定  J23  移動（航空移動を除く｡） 

 移動（航空移動（Ｒ）を除く｡）  移動（航空移動を除く｡）   

4650-4700 航空移動（Ｒ） 4650-4700  航空移動（Ｒ） 

4700-4750 航空移動（ＯＲ） 4700-4750  航空移動（ＯＲ） 

4750-4850 4750-4850 4750-4850 4750-4995  固定 

 固定  固定  固定   陸上移動 

 航空移動（ＯＲ）  移動（航空移動（Ｒ）を除く｡）  放送 5.113   

 陸上移動  放送 5.113  陸上移動   

 放送 5.113     

4850-4995 固定   

 陸上移動   

 放送 5.113   

4995-5003 標準周波数報時 （5000kHz） 4995-5003  標準周波数報時 

5003-5005 標準周波数報時 5003-5005  標準周波数報時 

 宇宙研究   宇宙研究 

5005-5060 固定 5005-5060  固定 

 放送 5.113   

5060-5250 固定 5060-5450  固定 

 移動（航空移動を除く｡）    移動（航空移動を除く｡） 

 5.133   

5250-5450 固定   

 移動（航空移動を除く｡）   

5450-5480 5450-5480 5450-5480 5450-5480  固定 

 固定  航空移動（Ｒ）  固定   陸上移動 

 航空移動（ＯＲ）   航空移動（ＯＲ）    航空移動（ＯＲ） 

 陸上移動   陸上移動   

5480-5680 航空移動（Ｒ） 5480-5680  航空移動（Ｒ） 

 5.111 5.115  J16 J18  

5680-5730 航空移動（ＯＲ）  5680-5730  航空移動（ＯＲ） 

 5.111 5.115  J16 J18  

5730-5900 5730-5900 5730-5900 5730-5900  固定 

 固定  固定  固定   移動（航空移動を除く｡） 

 陸上移動  移動（航空移動（Ｒ）を除く｡）  移動（航空移動（Ｒ）を除く｡）   航空移動（ＯＲ） 

5900-5950 放送 5.134 5.136 5900-5950   放送 

  J24 J25  

5950-6200 放送 5950-6200  放送 

6200-6525 海上移動 5.109 5.110 5.130 5.132 6200-6224  海上移動 

  J20  

 6224-6233  海上移動 

 6233-6261  海上移動 

 6261-6262.75  海上移動 

 6262.75-6275.75  海上移動 

  J14  

 6275.75-6280.75  海上移動 

 6280.75-6284.75  海上移動 

 6284.75-6300.25  海上移動 

 6300.25-6311.75  海上移動 

 6311.75-6313.75  海上移動 

  J17  

 6313.75-6330.75  海上移動 

  J22  

 6330.75-6332.5  海上移動 

 6332.5-6501  海上移動 

 5.137 6501-6525  海上移動 

6525-6685 航空移動（Ｒ） 6525-6685  航空移動（Ｒ） 

6685-6765 航空移動（ＯＲ） 6685-6765  航空移動（ＯＲ） 

6765-7000 固定 6765-6795  固定 

 移動（航空移動（Ｒ）を除く。）  J26 J26A  移動（航空移動（Ｒ）を除く。）

 6795-7000  固定 
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 5.138 5.138A 5.139  J26A  移動（航空移動（Ｒ）を除く。）

7000-7100 アマチュア 7000-7100  アマチュア 

 アマチュア衛星   アマチュア衛星 

 5.140 5.141 5.141A   

7100-7200            アマチュア 7100-7200  アマチュア 

  J26B  固定 

                 5.141A 5.141B 5.141C 5.142   移動（航空移動（Ｒ）を除く。）

7200-7300 7200-7300 7200-7300 7200-7300  放送 

 放送 アマチュア  放送   

  5.142    

7300-7400 放送 5.134 7300-7350  放送 

  J24  

 5.143 5.143A 5.143B 5.143C 5.143D 7350-7450  放送 

7400-7450 7400-7450 7400-7450 J27A  

 放送  固定  放送   

 5.143B 5.143C  移動（航空移動（Ｒ）を除く。）  5.143A 5.143C   

7450-8100            固定 7450-8100  固定 

                 移動（航空移動（Ｒ）を除く。）  J28 J28A  移動（航空移動（Ｒ）を除く。）

                 5.143E 5.144   

8100-8195 固定 8100-8195  固定 

 海上移動   海上移動 

8195-8815 海上移動 5.109 5.110 5.132 5.145 8195-8294  海上移動 

  J29  

 8294-8300  海上移動 

 8300-8340  海上移動 

 8340-8341.75   海上移動 

 8341.75-8365.75  海上移動 

  J16  

 8365.75-8370.75  海上移動 

 8370.75-8376.25  海上移動 

 8376.25-8396.25  海上移動 

  J14  

 8396.25-8414.25  海上移動 

 8414.25-8416.25  海上移動 

  J17  

 8416.25-8436.25  海上移動 

  J22  

 8436.25-8438  海上移動 

 8438-8707  海上移動 

 5.111 8707-8815  海上移動 

8815-8965 航空移動（Ｒ） 8815-8965  航空移動（Ｒ） 

8965-9040 航空移動（ＯＲ） 8965-9040  航空移動（ＯＲ） 

9040-9400 固定 9040-9400  固定 

9400-9500 放送 5.134 9400-9500  放送 

 5.146  J24  

9500-9900 放送 9500-9900  放送 

 5.147   

9900-9995 固定 9900-9995  固定 

9995-10003 標準周波数報時 （10000kHz）  9995-10003  標準周波数報時 

 5.111  J16  

10003-10005 標準周波数報時 10003-10005  標準周波数報時 

 宇宙研究   J16  宇宙研究 

 5.111   

10005-10100 航空移動（Ｒ）  10005-10100  航空移動（Ｒ） 

 5.111  J16  

10100-10150 固定 10100-10150  アマチュア 

 アマチュア   

10150-11175 固定 10150-11175  固定 

 移動（航空移動（Ｒ）を除く｡）   移動（航空移動を除く｡） 
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   航空移動（ＯＲ） 

11175-11275 航空移動（ＯＲ） 11175-11275  航空移動（ＯＲ） 

11275-11400 航空移動（Ｒ） 11275-11400  航空移動（Ｒ） 

11400-11600 固定 11400-11600  固定 

11600-11650 放送 5.134 11600-11650  放送 

 5.146  J24  

11650-12050 放送 11650-12050  放送 

 5.147   

12050-12100 放送 5.134 12050-12100  放送 

 5.146  J24  

12100-12230 固定 12100-12230  固定 

12230-13200 海上移動 5.109 5.110 5.132 5.145 12230-12353  海上移動 

  J29  

 12353-12368  海上移動 

 12368-12420  海上移動 

 12420-12421.75  海上移動 

 12421.75-12476.75  海上移動 

 12476.75-12549.75  海上移動 

  J14  

 12549.75-12554.75  海上移動 

 12554.75-12559.75  海上移動 

 12559.75-12576.75  海上移動 

 12576.75-12578.75  海上移動 

  J17  

 12578.75-12656.75  海上移動 

  J22  

 12656.75-12658.5  海上移動 

 12658.5-13077  海上移動 

 13077-13200  海上移動 

13200-13260 航空移動（ＯＲ） 13200-13260  航空移動（ＯＲ） 

13260-13360 航空移動（Ｒ） 13260-13360  航空移動（Ｒ） 

13360-13410 固定 13360-13410  固定 

 電波天文  J32  

 5.149   電波天文 

13410-13570 固定 13410-13570  固定 

 5.150   航空移動（ＯＲ） 

13570-13600 放送 5.134 13570-13600  放送 

 5.151  J24  

13600-13800 放送 13600-13800  放送 

13800-13870 放送 5.134 13800-13870  放送 

 5.151  J24  

13870-14000 固定 13870-14000  固定 

 移動（航空移動（Ｒ）を除く｡）   移動（航空移動を除く｡） 

   航空移動（ＯＲ） 

14000-14250 アマチュア 14000-14250  アマチュア 

 アマチュア衛星   アマチュア衛星 

14250-14350 アマチュア 14250-14350  アマチュア 

 5.152   

14350-14990 固定 14350-14990  固定 

 移動（航空移動（Ｒ）を除く｡）   移動（航空移動を除く｡） 

   航空移動（ＯＲ） 

14990-15005 標準周波数報時 （15000kHz）  14990-15005  標準周波数報時 

 5.111  J16  

15005-15010 標準周波数報時 15005-15010  標準周波数報時 

 宇宙研究   宇宙研究 

15010-15100 航空移動（ＯＲ） 15010-15100  航空移動（ＯＲ） 

15100-15600 放送 15100-15600  放送 

15600-15800 放送 5.134 15600-15800  放送 

 5.146  J24  
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15800-16360 固定 15800-16360  固定 

 5.153  J35  

16360-17410 海上移動 5.109 5.110 5.132 5.145 16360-16528  海上移動 

  J29  

 16528-16549  海上移動 

 16549-16617  海上移動 

 16617-16618.75  海上移動 

 16618.75-16683.25  海上移動 

 16683.25-16733.75  海上移動 

  J14  

 16733.75-16738.75  海上移動 

 16738.75-16784.25  海上移動 

 16784.25-16804.25  海上移動 

 16804.25-16806.25  海上移動 

  J17  

 16806.25-16902.75  海上移動 

  J22  

 16902.75-16904.5  海上移動 

 16904.5-17242  海上移動 

 17242-17410  海上移動 

17410-17480 固定 17410-17480  固定 

17480-17550 放送 5.134 17480-17550  放送 

 5.146  J24  

17550-17900 放送 17550-17900  放送 

17900-17970 航空移動（Ｒ） 17900-17970  航空移動（Ｒ） 

17970-18030 航空移動（ＯＲ） 17970-18030  航空移動（ＯＲ） 

18030-18052 固定 18030-18052  固定 

18052-18068 固定 18052-18068  宇宙研究 

 宇宙研究   

18068-18168 アマチュア 18068-18168  アマチュア 

 アマチュア衛星   アマチュア衛星 

 5.154   

18168-18780 固定 18168-18780  固定 

 移動（航空移動を除く｡）   

18780-18900 海上移動 18780-18825  海上移動 

 18825-18846  海上移動 

 18846-18870  海上移動 

 18870-18892.75  海上移動 

 18892.75-18898.25  海上移動 

 18898.25-18900  海上移動 

18900-19020 放送 5.134 18900-19020  放送 

 5.146  J24  

19020-19680 固定 19020-19680  固定 

19680-19800 海上移動 5.132 19680-19703.25  海上移動 

  J22  

 19703.25-19705  海上移動 

 19705-19755  海上移動 

 19755-19800  海上移動 

19800-19990 固定 19800-19990  固定 

19990-19995 標準周波数報時 19990-19995  標準周波数報時 

 宇宙研究  J16  宇宙研究 

 5.111   

19995-20010 標準周波数報時 （20000kHz）  19995-20010  標準周波数報時 

 5.111  J16  

20010-21000 固定 20010-21000  固定 

 移動   移動（航空移動を除く｡） 

   航空移動（ＯＲ） 

21000-21450 アマチュア 21000-21450  アマチュア 

 アマチュア衛星   アマチュア衛星 
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21450-21850 放送 21450-21850  放送 

21850-21870 固定 5.155A 21850-21870  固定 

 5.155   

21870-21924 固定 5.155B 21870-21924  固定 J31 

21924-22000 航空移動（Ｒ） 21924-22000  航空移動（Ｒ） 

22000-22855 海上移動 5.132 22000-22159  海上移動 

 22159-22180  海上移動 

 22180-22240  海上移動 

 22240-22241.75  海上移動 

 22241.75-22279.25  海上移動 

 22279.25-22284.25  海上移動 

 22284.25-22351.75  海上移動 

 22351.75-22374.25  海上移動 

 22374.25-22375.75  海上移動 

 22375.75-22443.75  海上移動 

  J22  

 22443.75-22445.5  海上移動 

 22445.5-22696  海上移動 

 5.156 22696-22855  海上移動 

22855-23000 固定 22855-23000  固定 

 5.156   

23000-23200 固定 23000-23200  固定 

 移動（航空移動（Ｒ）を除く｡）    陸上移動 

 5.156   

23200-23350 固定 5.156A 23200-23350  固定 J36 

 航空移動（ＯＲ）   航空移動（ＯＲ） 

23350-24000 固定 23350-24000 固定 

 移動（航空移動を除く｡） 5.157   移動（航空移動を除く。） 

24000-24890 固定 24000-24890  固定 

 陸上移動    陸上移動 

24890-24990 アマチュア 24890-24990  アマチュア 

 アマチュア衛星   アマチュア衛星 

24990-25005 標準周波数報時 （25000kHz） 24990-25005  標準周波数報時 

25005-25010 標準周波数報時 25005-25010  標準周波数報時 

 宇宙研究   宇宙研究 

25010-25070 固定 25010-25070 固定 

 移動（航空移動を除く｡）   移動（航空移動を除く。） 

25070-25210 海上移動 25070-25100  海上移動 

 25100-25121  海上移動 

 25121-25161.25  海上移動 

 25161.25-25171.25  海上移動 

 25171.25-25172.75  海上移動 

 25172.75-25192.75  海上移動 

 25192.75-25208.25  海上移動 

 25208.25-25210  海上移動 

25210-25550 固定 25210-25550 固定 

 移動（航空移動を除く｡）   移動（航空移動を除く。） 

25550-25670 電波天文 25550-25670  電波天文 

 5.149  J32  

25670-26100 放送 25670-26100  放送 

26100-26175 海上移動 5.132 26100-26120.75  海上移動 

  J22  

 26120.75-26122.5  海上移動 

 26122.5-26145  海上移動 

 26145-26175  海上移動 
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（２） 26.175MHz 以下の周波数を利用する電波利用システムグループ【全国】 

本周波数区分を利用する電波利用システムグループは、次のとおりである。 

 

① 無線局免許等を要する電波利用システムグループ 

電波利用システムグループ 免許人数 無線局数 (参考)主な電波利用システム※

陸上・自営(主に公共分野) 5 19 水防道路用無線 等 

陸上・自営(公共分野以外) 9 172 一般業務用無線 

陸上・放送 49 627 中波放送 等 

陸上・その他 282,528 295,797 アマチュア無線 等 

海上・船舶通信 1,951 3,097 船舶無線 

海上・測位 690 1,014 ラジオ・ブイ 等 

航空・航空通信 40 637 航空無線 

航空・測位 1 37 航空ビーコン 

その他・その他 18,187 実験局 等 

※ 電波利用システムグループと電波利用システムの関係については、第２章を参照。 

 

② 無線局免許等を要しない等の電波利用システムグループ 

電波利用システムグループ名 無線局数 

その他・電波天文（注 1） －（注 2） 

その他・ＩＳＭ －（注 2） 

（注 1）受動業務のシステム 

（注 2）調査対象外 

 

（３） 26.175MHz 以下の周波数を利用する無線局の分布状況【全国】 

本周波数区分を利用する無線局の「無線局数の割合及び局数」、「無線局数の割合

及び局数（一般業務用と公共業務用の比較）」及び「無線局数の推移（各総合通信局

の比較）」に係る集計結果は、次のとおりである。 

① 本周波数区分は、「陸上・その他」が 92.6％を占めており、「陸上・その他」は、

アマチュア無線（295,394 局）が 99.9％を占めている。 

② アマチュア無線は、平成 17 年度と比較して、67,470 局減少（18.6％減）しており、

アマチュア無線を除いた本周波数区分の無線局数を平成 17 年度と比較すると、744

局減少（10.9％減）している。 

③ 本周波数区分におけるデジタル化率は 31.4％であり、平成 17 年度からほとんど変

化はない。 
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図表－全－２－１ 無線局数の割合及び局数【全国】 

*1 「その他」には下記の電波利用システムグループが含まれている。
*2 複数の電波利用システムグループに属する無線局は、それぞれにカウントしている。

割合 局数 割合 局数
陸上・自営（公共分野以外） 0.1% 172 陸上・自営（主に公共分野） 0.006% 19
航空・測位 0.01% 37

その他・その他
5.7%（18,187局）

海上・測位
0.3%（1,014局）

航空・航空通信
0.2%（637局）

陸上・放送
0.2%（627局）

その他 （*1）
0.1%（228局）

海上・船舶通信
1.0%（3,097局）

陸上・その他
92.6%（295,797局）

 

 

図表－全－２－２ 無線局数の割合及び局数（一般業務用と公共業務用の比較）【全国】 

電波利用システム名 割合 局数

陸上・その他 0.1% 403
海上・船舶通信 0.1% 217

海上・測位 0.0% 54

航空・測位 0.0% 37
陸上・自営（主に公共分野） 0.0% 19

その他・その他 0.0% 9

航空・航空通信 0.0% 5
陸上・その他 92.4% 295,394

その他・その他 5.7% 18,178

海上・船舶通信 0.9% 2,880
海上・測位 0.3% 960

航空・航空通信 0.2% 632

陸上・放送 0.2% 627

陸上・自営（公共分野以外） 0.1% 172

* 複数の電波利用システム群に属する無線局は、それぞれにカウントしている。

一般業務用

公共業務用一般業務用

99.8%

（318,843局）

公共業務用

0.2%

（744局）
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図表－全－２－３ 無線局数の割合及び局数（デジタル・アナログの比較）【全国】

31.4%

(2,142局)

31.7%

(2,334局)

68.6%

(4,669局)

68.3%

(5,034局)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成20年度

平成17年度

デジタル アナログ

*1 アナログ・デジタルの両方式を具備する無線局はそれぞれにカウントしている。

*2 アマチュア局、パルス波（例:P0N）、電信（例:A1A）は除いている。

 

 

図表－全－２－４ 無線局数の推移（各総合通信局の比較） 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

平成17年度 平成20年度

平成17年度 32,460 39,038 83,349 16,454 10,540 46,273 48,334 30,616 16,089 44,884 1,672 

平成20年度 23,507 33,227 72,064 13,013  8,679 37,559 39,903 23,730 12,623 35,798 1,392 

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

（無線局数）

 

4 - 18



 

 
 

図表－全－２－５ 無線局数の推移（各総合通信局の比較・アマチュア局を除く） 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

平成17年度 平成20年度

平成17年度    951    942  1,511     98    157    506    384    331    642  1,082    241 

平成20年度    772    844  1,360     90    134    469    359    317    602    969    185 

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

（無線局数）

 

 
 
（４） 勘案事項 

① 電波に関する技術の発達の動向  

（ラジオ放送） 

現在の MF・HF 帯におけるラジオ放送のデジタル規格としては、欧州において開

発され、ITU-R 勧告 BS.1514-1（2002 年 10 月）により標準化が図られた DRM（Digital 

Radio Mondiale）方式がある。 

DRM 方式はデジタル放送専用に周波数を必要とするが、WRC-03 で周波数の使用

が公式に認められた。なお、デジタル化については、決議第 517（Rev.WRC-03）に

おいて、主管庁に対し 2004 年以降に導入する送信機にデジタル送信機能をつける

よう奨励されており、現在、欧州を中心とした 22 カ国において合計 123 局の DRM

方式放送局（そのうち、77.2％が HF 帯による放送局）が運用されているところで

あるが、受信機のコストが高い等の理由により、その普及は進んでいない状況で

ある。 

 

（海洋レーダー） 

WRC-07 の決議（決議第 612）に基づき、海面の流向と流速を計測するための海

洋レーダーに利用することを目的として、3MHz から 50MHz の周波数帯を無線標定

業務に分配可能とするため、ITU において研究が進められている。 

 

② 電波に関する需要の動向 

本周波数帯を利用する電波利用システムの無線局数は、平成 17 年度と比較して

減少している。この傾向は、この周波数帯の無線局数の大多数を占めるアマチュ
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ア局を除いても同様であるが、本周波数帯は電離層反射や大地反射により中長距

離伝送が可能であるという特性を有していることから、船舶通信や航空通信等の

用途により、今後も一定の需要が見込まれる。 

 

③ 周波数割当の動向  

（アマチュア無線） 

WRC-03 の結果により 7MHz 帯において、また、WRC-07 の結果により 135kHz 帯に

おいて、アマチュア業務の周波数分配が拡大された。  

 

（放送） 

WRC-07 において、短波放送のために、HF 帯に放送業務の追加配分を行うか否か

の議論が行われたが、結論として、追加分配は行わないことで合意された。  

 

 

（５） 評価 

本周波数帯は、中波・短波放送、航空通信システム、船舶通信システム及び海上

測位システム（海上ビーコン、ラジオブイ等）等の様々な重要な電波利用システム

に利用されるとともに、アマチュア無線にも広く利用されている。 

無線局数は減少傾向にあるものの、これらの電波利用システムの重要性から判断

すると適切に利用されていると認められる。 
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第３節  26.175MHz 超 50MHz 以下の周波数の利用状況【全国】 

 

26.175MHz 超 50MHz 以下の周波数を利用する無線局について、電波の利用状況調査結

果に基づき、用途別の分布状況等を集計・分析し、勘案事項及び評価をとりまとめた。 

 

（１） 周波数区分の割当ての状況 

周波数割当計画による本周波数区分の国際分配及び国内分配は、次のとおりで

ある。 

 

 国  際  分  配  （MHz）  
国 内 分 配 （MHz） 

第一地域 第二地域 第三地域 

(１) (２) (３) (４) 

26.175-27.5  固定 26.175-27.5  固定 

  移動（航空移動を除く｡）   J33 移動（航空移動を除く。） 

5 5.150   

27.5-28  気象援助 27.5-28  移動 

  固定   

  移動   

28-29.7  アマチュア 28-29.7  アマチュア 

  アマチュア衛星   アマチュア衛星 

29.7-30.005  固定 29.7-37.5  移動 

  移動   

30.005-30.01  宇宙運用（衛星識別）   

  固定   

  移動   

  宇宙研究   

30.01-37.5  固定   

  移動   

37.5-38.25  固定 37.5-38.25  移動 

  移動  J32  

  電波天文   電波天文 

  5.149   

38.25-39.986  固定 38.25-40.6  移動 

  移動   

39.986-40.02  固定   

  移動   

  宇宙研究   

40.02-40.98   固定   

  移動 40.6-40.86  移動 

   J33  

  5.150 40.86-41  移動 

40.98-41.015  固定   

  移動 41-43.436  移動 

  宇宙研究   無線標定 

  5.160 5.161   

41.015-44  固定   

  移動 43.436-43.544  無線標定 

  43.544-44  移動 

  5.160 5.161   無線標定 

44-47  固定 44-50  移動 

  移動   

  5.162 5.162A   

47-68 47-50 47-50   

 放送  固定  固定   

  移動  放送   

 5.162A 5.163 5.164    移動   

 5.165  5.169 5.171   5.162A   
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（２） 26.175MHz 超 50MHz 以下の周波数を利用する電波利用システムグループ【全国】 

本周波数区分を利用する電波利用システムグループは、次のとおりである。 

 

① 無線局免許等を要する電波利用システムグループ 

電波利用システムグループ 免許人数 無線局数 (参考)主な電波利用システム※

陸上・自営(主に公共分野) 145 387 電気通信事業運営用無線 等 

陸上・自営(公共分野以外) 105 719 一般業務用無線 等 

陸上・放送事業 60 608 放送連絡用無線 等 

陸上・その他 285,920 298,627 アマチュア無線 等 

海上・船舶通信 49,468 55,898 船舶無線 

海上・測位 128 606 ラジオ・ブイ 

海上・その他 95 404 魚群探知テレメーター 

航空・その他 11 314 グライダー練習用無線 

その他・その他 21 110 実験局 等 

※ 電波利用システムグループと電波利用システムの関係については、第２章を参照。 

 

② 無線局免許等を要しない等の電波利用システムグループ 

電波利用システムグループ 無線局数 (参考)主な電波利用システム※ 

その他・免許不要 0(注 1) 市民ラジオ 

その他・電波天文(注 2) －(注 3) － 

※ 電波利用システムグループと電波利用システムの関係については、第２章を参照。 

（注 1）平成 17 年度から平成 19 年度までの全国における出荷台数を合計した値。 

（注 2）受動業務のシステム 

（注 3）調査対象外 

 
（３） 26.175MHz 超 50MHz 以下の周波数を利用する無線局の分布状況【全国】 

本周波数区分を利用する無線局の「無線局数の割合及び局数」、「無線局数の割合

及び局数（一般業務用と公共業務用の比較）」及び「無線局数の推移（各総合通信局

の比較）」に係る集計結果は、次のとおりである。 

① 本周波数区分は、「陸上・その他」及び「海上・船舶通信」で 99.1％を占めている。

「陸上・その他」は、アマチュア無線（298,616 局）が 100.0％、「海上・船舶通

信」は、船舶無線（55,898 局）が 100％を占めている。 

② アマチュア無線は、平成 17 年度と比較して、64,889 局減少（17.9％減）しており、

アマチュア局を除いた本周波数区分の無線局数を平成 17 年度と比較すると、6,862

局減少（10.5％減）している。 

③ アマチュア無線を除いた無線局数をみると、九州管内が突出して多いが、これは、

船舶無線が多いためである。 

④ 本周波数区分におけるデジタル化率は 1.0％であり、平成 17 年度からほとんど変

化はない。 
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図表－全－３－１ 無線局数の割合及び局数【全国】 

*1 「その他」には下記の電波利用システムグループが含まれている。
*2 複数の電波利用システムグループに属する無線局は、それぞれにカウントしている。

割合 局数 割合 局数
海上・その他 0.1% 404 航空・その他 0.1% 314
陸上・自営（主に公共分野） 0.1% 387 その他・その他 0.03% 110

海上・船舶通信
15.6%（55,898局）

その他 （*1）
0.3%（1,215局）

陸上・自営（公共分野以外
0.2%（719局）

陸上・放送事業
0.2%（608局）

海上・測位
0.2%（606局）

陸上・その他
83.5%（298,627局）

 

 

図表－全－３－２ 無線局数の割合及び局数（一般業務用と公共業務用の比較）【全国】 

電波利用システム名 割合 局数

陸上・放送事業 0.2% 608

陸上・自営（主に公共分野） 0.1% 387
海上・船舶通信 0.1% 274

その他・その他 0.0% 22

陸上・その他 0.0% 11
海上・測位 0.0% 6

海上・その他 0.0% 2

陸上・その他 83.5% 298,616
海上・船舶通信 15.6% 55,624

陸上・自営（公共分野以外） 0.2% 719

海上・測位 0.2% 600
海上・その他 0.1% 402

航空・その他 0.1% 314

その他・その他 0.0% 88

* 複数の電波利用システム群に属する無線局は、それぞれにカウントしている。

公共業務用

一般業務用

一般業務用

99.6%

（356,363局）

公共業務用

0.4%

（1,310局）
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図表－全－３－３ 無線局数の割合及び局数（デジタル・アナログの比較）【全国】

1.0%

(604局)

0.7%

(419局)

99.0%

(57,336局)

99.3%

(63,337局)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成20年度

平成17年度

デジタル アナログ

*1 アナログ・デジタルの両方式を具備する無線局はそれぞれにカウントしている。

*2 アマチュア局、パルス波（例:P0N）、電信（例:A1A）は除いている。

 

 

図表－全－３－４ 無線局数の推移（各総合通信局の比較） 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

平成17年度 平成20年度

平成17年度 39,510 45,039 87,743 17,587 12,627 52,506 54,462 36,347 21,928 58,349 2,652 

平成20年度 31,201 39,168 76,373 14,097 10,576 43,392 46,149 28,799 17,745 47,154 2,345 

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

（無線局数）
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図表－全－３－５ 無線局数の推移（各総合通信局の比較・アマチュア局を除く） 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

平成17年度 平成20年度

平成17年度  7,577  6,821  5,947  1,189  2,227  6,675  6,573  5,995  6,488 14,553  1,200 

平成20年度  7,124  6,360  5,132  1,003  2,000  6,042  6,505  5,174  5,695 12,254  1,094 

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

（無線局数）

 

 
（４） 勘案事項 

① 電波に関する技術の発達の動向 

漁業用小型船舶等から乗船者が転落した時に、乗船者が身につけた 400MHz 帯の

小型発信器から 27MHz 帯無線電話等の既存の無線設備を介して、自動的に海岸局

へ非常の事態を知らせる小型船舶救急連絡システムが平成 20 年に導入されている。  

 

② 電波に関する需要の動向  

本周波数帯を利用する電波システムの無線局数は、平成 17 年度と比較して減少

している。この傾向は、この周波数帯の無線局数の大多数を占めるアマチュア局

を除いても同様である。 

主として漁業用無線に利用される帯域であり、その局数は減少傾向にあるが、

漁業無線には必要不可欠であるため、今後も一定の需要が見込まれる。 

 

 

③ 周波数割当の動向  

特記すべき事項はない。  

 

 

（５） 評価 

本周波数帯は、船舶通信システム等の重要な電波利用システムに利用されるとと

もに、アマチュア無線にも広く利用されている。 

無線局数は減少傾向にあるものの、これらの電波利用システムの重要性から判断

すると適切に利用されていると認められる。 
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なお、27MHz 帯を使用する簡易無線については、現在の開設局数が「0 局」であり、

今後も開設される見込みがないことから、今後、同周波数帯を使用する簡易無線用

の周波数分配を削除することが適当である。 

市民ラジオは、現在も実際に運用されてはいるが、新たな無線設備の出荷台数は

過去 3 年間で「0 台」となっている。これは、他の手段により市民ラジオと同等の運

用が可能になったことによるものであり、この傾向は平成 17 年度の調査以前につい

ても同様であり、今後も続いて行くことが予想される。 
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第４節  50MHz 超 222MHz 以下の周波数の利用状況【全国】 

 

50MHz 超 222MHz 以下の周波数を利用する無線局について、電波の利用状況調査結果

に基づき、用途別の分布状況等を集計・分析するとともに、公共業務用のシステムの

うち、国民の生命・財産に関わるおそれのある特に重要性の高いシステムについては、

無線設備の利用状況、利用体制の整備状況、デジタル技術の導入状況及び移行・代替・

廃止状況等を集計・分析し、その結果について、勘案事項及び評価をとりまとめた。 

 

（１） 周波数区分の割当ての状況 

周波数割当計画による本周波数区分の国際分配及び国内分配は、次のとおりで

ある。 

 
 国  際  分  配  （MHz）  

国 内 分 配 （MHz） 

第一地域 第二地域 第三地域 

(１) (２) (３) (４) 

47-68 50-54 50-54  アマチュア 

 放送  アマチュア   

  5.162A 5.166 5.167 5.168 5.170   

 54-68 54-68 54-54.7625  固定 

  放送  固定   移動 

  固定  移動 54.7625-54.9575  固定 

  移動  放送   移動 

   54.9575-55.2125  固定 

     移動 

   55.2125-55.2275  固定 

     移動 

   55.2275-56.9825  固定 

     移動 

   56.9825-57.0425  固定 

     移動 

   57.0425-57.8525  固定 

     移動 

   57.8525-57.8675  固定 

     移動 

   57.8675-60.5375  固定 

     移動 

   60.5375-60.7925  固定 

     移動 

 5.162A 5.163 5.164    60.7925-68  固定 

 5.165  5.169 5.171  5.172  5.162A   移動 

68-74.8 68-72 68-74.8 68-72.125  固定 

 固定  放送  固定   移動 

 移動（航空移動を除く。）  固定  移動   

  移動    

  5.173    

 72-73    

  固定  72.125-72.215  移動 

  移動  72.215-72.785  固定 

     移動 

   72.785-72.875  移動 

   72.875-73  固定 

  5.178    移動 

 73-74.6  73-73.21  固定 

  電波天文   J32  移動 

   73.21-73.33  移動 
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    J32  

   73.33-74.55  固定 

    J32  移動 

   74.55-74.6  移動 

  5.178   J32  

 74.6-74.8  74.6-74.8  移動 

 5.149 5.174 5.175  固定     

 5.177 5.179  移動  5.149 5.176 5.179   

74.8-75.2  航空無線航行 74.8-75.2  航空無線航行 

  5.180 5.181  J37  

75.2-87.5 75.2-75.4 75.2-75.6  移動 

 固定  固定   

 移動（航空移動を除く。）  移動   

  5.179   

 75.4-76 75.4-87   

  固定  固定 75.6-76  移動 

  移動  移動   

 76-88  76-90  放送 

 5.175 5.179 5.184   放送  5.182 5.183 5.188   

 5.187  固定 87-100   移動 

87.5-100  移動  固定   

 放送  5.185  移動   

 88-100  放送   

 5.190  放送  90-108  放送 

100-108  放送  J37A 

  5.192 5.194   

108-117.975  航空無線航行 108-117.975  航空無線航行 

  5.197 5.197A  J37B  

117.975-137  航空移動（Ｒ） 117.975-136  航空移動（Ｒ） 

   J16 J40  

   J41 J42  

  5.111 5.200 5.201 5.202 136-137  航空移動（Ｒ） 

137-137.025  宇宙運用（宇宙から地球） 137-137.025  宇宙運用（宇宙から地球） 

  気象衛星（宇宙から地球）  J45  気象衛星（宇宙から地球） 

  移動衛星（宇宙から地球） 5.208A 5.208B 5.209   宇宙研究（宇宙から地球） 

  宇宙研究（宇宙から地球）   

  固定   移動衛星（宇宙から地球） 

  移動（航空移動（Ｒ）を除く。）     J43 J43A J44 

  5.204 5.205 5.206 5.207 5.208   

137.025-137.175  宇宙運用（宇宙から地球） 137.025-137.175  宇宙運用（宇宙から地球） 

  気象衛星（宇宙から地球）  J45  気象衛星（宇宙から地球） 

  宇宙研究（宇宙から地球）   宇宙研究（宇宙から地球） 

  固定   

  移動衛星（宇宙から地球） 5.208A 5.208B 5.209   移動衛星（宇宙から地球） 

  移動（航空移動（Ｒ）を除く。）     J43 J43A J44 

  5.204 5.205 5.206 5.207 5.208   

137.175-137.825  宇宙運用（宇宙から地球） 137.175-137.825  宇宙運用（宇宙から地球） 

  気象衛星（宇宙から地球）  J45  気象衛星（宇宙から地球） 

  移動衛星（宇宙から地球） 5.208A 5.208B 5.209   宇宙研究（宇宙から地球） 

  宇宙研究（宇宙から地球）   

  固定   移動衛星（宇宙から地球） 

  移動（航空移動（Ｒ）を除く。）     J43 J43A J44 

  5.204 5.205 5.206 5.207 5.208   

137.825-138  宇宙運用（宇宙から地球） 137.825-138  宇宙運用（宇宙から地球） 

  気象衛星（宇宙から地球）  J45  気象衛星（宇宙から地球） 

  宇宙研究（宇宙から地球）   宇宙研究（宇宙から地球） 

  固定   

  移動衛星（宇宙から地球） 5.208A 5.208B 5.209   移動衛星（宇宙から地球） 

  移動（航空移動（Ｒ）を除く。）     J43 J43A J44 
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  5.204 5.205 5.206 5.207 5.208   

138-143.6 138-143.6 138-143.6 138-142  航空移動（ＯＲ） 

 航空移動（ＯＲ）  固定  固定   

  移動  移動   

  無線標定  宇宙研究（宇宙から地球）   

 5.210 5.211 5.212   宇宙研究（宇宙から地球）    

 5.214   5.207 5.213 142-144  移動 

143.6-143.65 143.6-143.65 143.6-143.65  J46  

 航空移動（ＯＲ）  固定  固定   陸上移動 

 宇宙研究（宇宙から地球）  移動  移動   

  無線標定  宇宙研究（宇宙から地球）   

 5.211 5.212 5.214  宇宙研究（宇宙から地球）  5.207 5.213   

143.65-144 143.65-144 143.65-144   

 航空移動（ＯＲ）  固定  固定   

  移動  移動   

  無線標定  宇宙研究（宇宙から地球）   

 5.210 5.211 5.212   宇宙研究（宇宙から地球）    

 5.214   5.207 5.213   

144-146  アマチュア 144-146  アマチュア 

  アマチュア衛星   アマチュア衛星 

  5.216   

146-148 146-148 146-148 146-148  陸上移動 

 固定  アマチュア  アマチュア  J46  

 移動（航空移動（Ｒ）を除く。）   固定   

   移動   

  5.217  5.217   

148-149.9 148-149.9 148-149.9  陸上移動 

 固定  固定  J46 J47  

 移動（航空移動（Ｒ）を除く。）  移動  J48 J49  

移動衛星（地球から宇宙）  移動衛星（地球から宇宙） 5.209  

5.209   

 5.218 5.219 5.221  5.218 5.219 5.221     J44 

149.9-150.05  移動衛星（地球から宇宙） 5.209 5.224A 149.9-150.05  移動衛星（地球から宇宙） 

  無線航行衛星 5.224B  J50 J51    J44 J52 

    無線航行衛星 

  5.220 5.222 5.223     J53 

150.05-153 150.05-156.4875 150.05-154.44  陸上移動 

 固定  固定  J46  

 移動（航空移動を除く。）  移動   

 電波天文    

 5.149    

153-154    

 固定    

 移動（航空移動（Ｒ）を除く。）    

 気象援助    

154-156.4875    

固定  154.44-154.62  陸上移動 

移動（航空移動（Ｒ）を除く。）    

  154.62-154.7  陸上移動 

   J46  

  154.7-156  陸上移動 

   J46  

 5.226   5.225 5.226  156-157.45  海上移動 

156.4875-156.5625  海上移動（遭難及び DSC を用いた呼出し）  J16 J54  

  5.111 5.226 5.227  J55  

156.5625-156.7625 156.5625-156.7625   

固定  固定   

移動（航空移動（Ｒ）を除く。）  移動   

 5.226  5.225 5.226   
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156.7625-156.8375        海上移動（遭難及び呼出し）   

                 5.111 5.226   

156.8375-174 156.8375-174   

 固定  固定 157.45-159.3 移動（航空移動を除く。） 

 移動（航空移動を除く。）  移動  J46 J56   

  159.3-160.6  陸上移動 

   J46  

  160.6-160.975  海上移動 

  160.975-161.475 移動（航空移動を除く。） 

   J46 J56   

  161.475-162.05  海上移動 

   J56A  

  162.05-169  固定 

   J57  陸上移動 

  169-170  移動 

  J58  

 5.226 5.227A 5.229  5.226 5.227A 5.230 5.231 5.232 170-205  放送 

174-223 174-216 174-223     J37C 

 放送  放送  固定   移動 

  固定  移動     J58A 

  移動  放送   

  5.234  205-222   放送 

 216-220      J37A 

  固定    

  海上移動    

  無線標定 5.241    

  5.242    

 220-225    

  アマチュア    

   固定    

  移動    

  無線標定  5.233 5.238   

 5.235 5.237 5.243 5.241  5.240 5.245   
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（２） 50MHz 超 222MHz 以下の周波数を利用する電波利用システムグループ【全国】 

本周波数区分を利用する電波利用システムグループは、次のとおりである。 

 

① 無線局免許等を要する電波利用システムグループ 

電波利用システムグループ 免許人数 無線局数 (参考)主な電波利用システム※

陸上・防災 1,599 71,232 市町村防災用同報無線 等 

陸上・自営(主に公共分野) 2,725 259,366 消防用無線 等 

陸上・自営(公共分野以外) 4,395 109,205 一般業務用無線 等 

陸上・電気通信業務 2 416 電気通信業務用無線 

陸上・放送 336 3,627 アナログ TV 放送 VHF 等 

陸上・放送事業 167 9,052 放送連絡用無線 

陸上・その他 490,495 643,575 アマチュア無線 等 

海上・船舶通信 11,352 16,154 船舶無線 

海上・その他 4,147 8,474 衛星 EPIRB 等 

航空・航空通信 795 9,041 航空無線 等 

航空・測位 7 251 VOR 等 

衛星・電気通信業務 1 12,193(注) オーブコム 等 

その他・その他 129 944 実験局 等 

    ※ 電波利用システムグループと電波利用システムの関係については、第２章を参照。 

(注) このうち、包括免許の無線局数は 12,192 局。 

 

② 無線局免許等を要しない等の電波利用システムグループ 

電波利用システムグループ 無線局数 (参考)主な電波利用システム※ 

その他・免許不要 2,697(注) 補聴用ラジオマイク 等 

 ※ 電波利用システムグループと電波利用システムの関係については、第２章を参照。 

（注）平成 17 年度から平成 19 年度までの全国における出荷台数を合計した値。 

 

（３） 50MHz 超 222MHz 以下の周波数を利用する無線局の分布状況【全国】 

本周波数区分を利用する無線局の「無線局数の割合及び局数」、「無線局数の割合

及び局数（一般業務用と公共業務用の比較）」及び「無線局数の推移（各総合通信局

の比較）」に係る集計結果は、次のとおりである。 

① 本周波数区分は、「陸上・その他」、「陸上・自営（主に公共分野）」及び「陸上・

自営（公共分野以外）」で 88.5％を占めている。「陸上・その他」は、アマチュア

無線（486,664 局）が 75.6％、簡易無線（156,889 局）が 24.4％、「陸上・自営（主

に公共分野）」は、消防用無線（92,108 局）が 35.5％、陸上運輸用無線（56,110

局）が 21.6％、列車無線（42,658 局）が 16.4％、「陸上・自営（公共分野以外）」

は一般業務用無線（106,884 局）が 97.9％を占めている。 

② アマチュア無線は、平成 17 年度と比較して、88,302 局減少（15.4％減）しており、

アマチュア無線を除いた本周波数区分の無線局数を平成 17 年度と比較すると、

49,316 局減少（7.0％減）している。 

③ アマチュア無線を除いた無線局数を見ると、関東管内のみが増加しているが、こ

れは、オーブコムが 8,186 局増加したためである。 

④ 本周波数区分におけるデジタル化率は 17.5％であり、平成 17 年度と比較するとや

や増加している。 
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図表－全－４－１ 無線局数の割合及び局数【全国】 

*1 「その他」には下記の電波利用システムグループが含まれている。
*2 複数の電波利用システムグループに属する無線局は、それぞれにカウントしている。

割合 局数 割合 局数
その他・その他 0.1% 944 航空・測位 0.02% 251
陸上・電気通信業務 0.04% 416

陸上・自営（主に公共分野）
22.7%（259,366局）

陸上・放送事業
0.8%（9,052局）

航空・航空通信
0.8%（9,041局）

陸上・放送
0.3%（3,627局）

海上・その他
0.7%（8,474局）

その他 （*1）
0.1%（1,611局）

衛星・電気通信業務
1.1%（12,193局）

海上・船舶通信
1.4%（16,154局）

陸上・防災
6.2%（71,232局）

陸上・自営（公共分野以外）
9.5%（109,205局）

陸上・その他
56.3%（643,575局）

 

 
 

図表－全－４－２ 無線局数の割合及び局数（一般業務用と公共業務用の比較）【全国】 

電波利用システム名 割合 局数

陸上・自営（主に公共分野） 22.7% 259,366

陸上・防災 6.2% 71,232

陸上・放送事業 0.8% 9,052
航空・航空通信 0.2% 2,175

海上・船舶通信 0.0% 362

海上・その他 0.0% 359
航空・測位 0.0% 251

その他・その他 0.0% 24

陸上・その他 0.0% 22
陸上・その他 56.3% 643,553

陸上・自営（公共分野以外） 9.5% 109,205

海上・船舶通信 1.4% 15,792
衛星・電気通信業務 1.1% 12,193

海上・その他 0.7% 8,115

航空・航空通信 0.6% 6,866

陸上・放送 0.3% 3,627
その他・その他 0.1% 920

陸上・電気通信業務 0.0% 416

* 複数の電波利用システム群に属する無線局は、それぞれにカウントしている。

公共業務用

一般業務用

一般業務用

70.0%

（800,687局）

公共業務用

30.0%

（342,843局）
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図表－全－４－３ 無線局数の割合及び局数（デジタル・アナログの比較）【全国】 

17.5%

(127.265局)

14.2%

(93,175局)

82.2%

(599,179局)

85.4%

(559,160局)

0.3%

(2,122局)

0.3%

(2,270局)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成20年度

平成17年度

デジタル アナログ デジタル・アナログの複合

*1 アナログ・デジタルの両方式を具備する無線局はそれぞれにカウントしている。

*2 アマチュア局、パルス波（例:P0N）、電信（例:A1A）は除いている。

 

 

図表－全－４－４ 無線局数の推移（各総合通信局の比較） 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

平成17年度 平成20年度

平成17年度 126,840 153,352 259,672 78,378 42,359 151,025 142,892 102,867 69,067 138,935 9,314 

平成20年度 115,209 135,718 246,597 68,185 36,513 133,350 127,077  88,006 59,552 117,958 8,918 

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

（無線局数）
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図表－全－４－５ 無線局数の推移（各総合通信局の比較・アマチュア局を除く） 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

平成17年度 平成20年度

平成17年度  78,305  97,519 115,417  50,646  26,003  68,797  72,312  59,347  42,282  82,440   6,667 

平成20年度  71,032  86,344 119,964  46,664  22,958  65,826  68,681  52,354  37,661  72,487   6,448 

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

（無線局数）

 

 
（４） 50MHz 超 222MHz 以下の周波数を利用する無線局に係る無線設備の利用状況【全

国】 

本周波数区分を利用する 60MHz 帯及び 150MHz 帯の公共分野の電波利用システム

（公共業務用無線、水防道路用無線、ガス事業用無線、電気事業用無線など）の無

線局の「運用時間の分布」に係る集計結果は、次のとおりである。 

① いずれの電波利用システムも、日中の利用については 80％を超える高い利用率を

示しているが、夜間、早朝の利用については、その用途に応じて、20％程度から

90％と利用率に変動がある。 

② これらの電波利用システムは、非常災害時等においては、平時を大幅に上回る利

用が想定される。 
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図表－全－４－６ 運用時間帯の分布（公共業務用無線・水防道路用無線 60MHz）【全国】 
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図表－全－４－７ 運用時間帯の分布（公共業務用無線・水防道路用無線 150MHz）【全国】 
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図表－全－４－８ 運用時間帯の分布（電気事業用無線 60MHz） 
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図表－全－４－９ 運用時間帯の分布 

（道路管理用無線・ガス事業用無線・電気事業用無線・列車無線 150MHz）【全国】 
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（５） 50MHz 超 222MHz 以下の周波数を利用する無線局に係る非常時の体制整備状況【全

国】 

本周波数区分を利用する防災及び公共分野の電波利用システム等の無線局の「災

害・故障時等の対策実施状況」、「復旧作業外部委託状況」及び「予備電源の保有状

況及び最大運用可能時間」に係る集計結果は、次のとおりである。 

なお、「災害・故障時等の対策実施状況」については、地震対策（耐震補強等）、

火災対策（ガス消火設備の設置等）、水害対策（地上２階以上に設置等）、故障対策

（代替用予備機の設置等）について調査した。 

① 災害・故障時の対策実施状況について「実施なし」とする回答を除いて比較する

と、「県防災端末系無線」は、いずれも他の電波利用システムと比べて高い実施率

となっている。 

② 復旧対策外部委託状況についても「外部委託していない」とする回答を除いて比

較すると、県防災端末系無線が 95.0％となっており、高い委託率となっている。 

③ 予備電源の保有状況についても、県防災端末系無線、市町村防災用無線、消防用

無線、水防道路用無線、電気事業用無線、電気通信業務用無線はいずれも、90％

を超える高い保有率となっている。これらの最大運用可能時間は、そのほとんど

が 3 時間以上となっている。 

 

図表－全－４－１０ 災害・故障時等の対策実施状況【全国】 

全て実施 一部実施 実施なし 全て実施 一部実施 実施なし 全て実施 一部実施 実施なし 全て実施 一部実施 実施なし

当周波数帯の合計 36.8% 22.6% 40.6% 20.3% 16.6% 63.1% 40.0% 31.3% 28.7% 31.0% 23.3% 45.7%

その他の防災無線 46.4% 20.0% 33.6% 24.8% 17.6% 57.6% 47.2% 28.0% 24.8% 22.4% 20.8% 56.8%

県防災端末系無線 76.7% 21.7% 1.7% 38.3% 26.7% 35.0% 60.0% 35.0% 5.0% 65.0% 25.0% 10.0%

市町村防災用無線 35.8% 17.0% 47.2% 20.1% 12.7% 67.3% 42.1% 25.9% 32.0% 31.5% 15.5% 53.0%

市町村防災用同報無線 39.3% 21.6% 39.0% 18.0% 16.7% 65.3% 46.4% 27.7% 26.0% 30.0% 21.3% 48.8%

公共業務用無線 25.1% 18.6% 56.3% 23.8% 19.2% 57.0% 36.4% 31.4% 32.3% 17.2% 16.5% 66.3%

消防用無線 37.0% 26.6% 36.4% 19.9% 16.0% 64.1% 33.6% 36.1% 30.3% 36.4% 30.0% 33.6%

地震対策 火災対策 水害対策 故障対策

地震対策：耐震補強等、火災対策：ガス消火設備の設置等、水害対策：地上 2 階以上に設置等、故障対策：代替予備機の設置等 
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図表－全－４－１１ 災害・故障時等の対策実施状況（内訳）【全国】 

全て実施 一部実施 実施無し 全て実施 一部実施 実施無し 全て実施 一部実施 実施無し 全て実施 一部実施 実施無し

当周波数帯の合計 36.8% 22.6% 40.6% 20.3% 16.6% 63.1% 40.0% 31.3% 28.7% 31.0% 23.3% 45.7%

その他の防災無線（固定局）60MHz 27.3% 18.2% 54.5% 0% 9.1% 90.9% 45.5% 9.1% 45.5% 0% 27.3% 72.7%

その他の防災無線（基地局・携帯基地局）60MHz 42.9% 14.3% 42.9% 0% 14.3% 85.7% 42.9% 14.3% 42.9% 14.3% 28.6% 57.1%

その他の防災無線（固定局）150MHz 42.9% 28.6% 28.6% 0% 14.3% 85.7% 57.1% 14.3% 28.6% 14.3% 14.3% 71.4%

その他の防災無線（基地局・携帯基地局）150MHz 49.0% 20.0% 31.0% 31.0% 19.0% 50.0% 47.0% 32.0% 21.0% 26.0% 20.0% 54.0%

県防災端末系無線（固定局）60MHz 76.5% 23.5% 0% 47.1% 17.6% 35.3% 70.6% 29.4% 0% 76.5% 17.6% 5.9%

県防災端末系無線（基地局・携帯基地局）60MHz 75.0% 25.0% 0% 75.0% 25.0% 0% 25.0% 50.0% 25.0% 50.0% 50.0% 0%

県防災端末系無線（固定局）150MHz 60.0% 40.0% 0% 40.0% 20.0% 40.0% 60.0% 20.0% 20.0% 60.0% 20.0% 20.0%

県防災端末系無線（基地局・携帯基地局）150MHz 79.4% 17.6% 2.9% 29.4% 32.4% 38.2% 58.8% 38.2% 2.9% 61.8% 26.5% 11.8%

市町村防災用無線（固定局）150MHz 71.4% 14.3% 14.3% 28.6% 14.3% 57.1% 28.6% 28.6% 42.9% 57.1% 0% 42.9%

市町村防災用無線（基地局・携帯基地局）150MHz 35.1% 17.1% 47.8% 19.9% 12.7% 67.4% 42.4% 25.8% 31.8% 31.0% 15.8% 53.2%

市町村防災用同報無線（固定局）60MHz 39.3% 21.6% 39.0% 18.0% 16.7% 65.3% 46.4% 27.7% 26.0% 30.0% 21.3% 48.8%

公共業務用無線（固定局）60MHz 36.6% 31.7% 31.7% 24.4% 19.5% 56.1% 39.0% 31.7% 29.3% 24.4% 14.6% 61.0%

公共業務用無線（基地局・携帯基地局・陸上移動中継局）60MHz 38.2% 23.5% 38.2% 26.5% 29.4% 44.1% 52.9% 29.4% 17.6% 20.6% 23.5% 55.9%

公共業務用無線（固定局）150MHz 45.3% 23.4% 31.3% 28.1% 21.9% 50.0% 43.8% 28.1% 28.1% 26.6% 20.3% 53.1%

公共業務用無線（基地局・携帯基地局）150MHz 19.8% 16.2% 64.0% 22.9% 17.9% 59.2% 33.7% 32.0% 34.4% 14.8% 15.5% 69.7%

消防用無線（固定局）60MHz 40.0% 40.0% 20.0% 20.0% 0% 80.0% 20.0% 60.0% 20.0% 60.0% 0% 40.0%

消防用無線（固定局）150MHz 33.0% 29.5% 37.5% 17.3% 18.0% 64.7% 29.6% 40.2% 30.2% 34.7% 33.2% 32.1%

消防用無線（基地局・携帯基地局）150MHz 39.2% 24.9% 35.8% 21.5% 14.9% 63.6% 35.9% 33.7% 30.4% 37.3% 28.3% 34.4%

地震対策 火災対策 水害対策 故障対策

地震対策：耐震補強等、火災対策：ガス消火設備の設置等、水害対策：地上 2 階以上に設置等、故障対策：代替予備機の設置等 

 

 

図表－全－４－１２ 復旧作業外部委託状況【全国】 

当該システムの全ての無線局
について外部委託している

当該システムの一部の無線局
について外部委託している

外部委託していない

当周波数帯の合計 73.0% 6.5% 20.6%

その他の防災無線 66.4% 5.3% 28.2%

県防災端末系無線 85.0% 10.0% 5.0%

市町村防災用無線 76.4% 4.9% 18.6%

市町村防災用同報無線 78.4% 5.3% 16.3%

公共業務用無線 35.2% 10.3% 54.5%

消防用無線 82.1% 6.8% 11.1%
 

 

4 - 38



 

 
 

図表－全－４－１３ 復旧作業外部委託状況（内訳）【全国】 
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62.4%

100%

100%

60.0%

79.4%

100%

69.1%

78.4%

24.3%

24.2%

46.3%

35.7%

100%

82.9%

81.6%

6.5%

12.5%

6.5%

20.0%

14.7%

3.9%

5.3%

8.1%

9.1%

9.3%

10.9%

8.1%

6.1%

20.6%

37.5%

50.0%

28.6%

31.2%

20.0%

5.9%

27.0%

16.3%

67.6%

66.7%

44.4%

53.4%

9.0%

12.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全部 一部 無し

*  【災害・故障時等の対策実施状況】で〔全部〕又は〔一部〕を選択したシステム数を母数とした
　　 データとしている。

当周波数帯の合計

その他の防災無線（固定局）60MHz

その他の防災無線（基地局・携帯基地局）60MHz

その他の防災無線（固定局）150MHz

その他の防災無線（基地局・携帯基地局）150MHz

県防災端末系無線（固定局）60MHz

県防災端末系無線（基地局・携帯基地局）60MHz

県防災端末系無線（固定局）150MHz

県防災端末系無線（基地局・携帯基地局）150MHz

市町村防災用無線（固定局）150MHz

市町村防災用無線（基地局・携帯基地局）150MHz

市町村防災用同報無線（固定局）60MHz

公共業務用無線（固定局）60MHz

公共業務用無線（基地局・携帯基地局・陸上移動中継局）60MHz

公共業務用無線（固定局）150MHz

公共業務用無線（基地局・携帯基地局）150MHz

消防用無線（固定局）60MHz

消防用無線（固定局）150MHz

消防用無線（基地局・携帯基地局）150MHz

 

 

図表－全－４－１４ 予備電源保有状況及び予備電源の最大運用可能時間【全国】 

全ての無線局で保有 一部の無線局で保有 保有していない 3時間未満 3時間以上

県防災端末系無線 92.3% 7.7% 0% 0% 100%

市町村防災用無線 85.0% 11.7% 3.3% 12.2% 87.8%

消防用無線 86.6% 11.4% 2.0% 8.5% 91.5%

公共業務用無線 50.5% 24.2% 25.3% 15.6% 84.4%

水防道路用無線 100% 0% 0% 0% 100%

道路管理用無線 36.8% 26.3% 36.8% 33.3% 66.7%

ガス事業用無線 54.0% 21.7% 24.2% 19.3% 80.7%

電気事業用無線 77.0% 14.8% 8.2% 1.8% 98.2%

列車無線 57.1% 21.8% 21.1% 31.4% 68.6%

電気通信業務用無線 60.0% 40.0% 0% 0% 100%

予備電源の有無 予備電源の最大運用可能時間
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図表－全－４－１５ 予備電源保有状況及び予備電源の最大運用可能時間 

（県防災端末系無線・市町村防災用無線・消防用無線）（内訳）【全国】 

9.0%

87.8%

7.6%

84.4%

100%

11.8%

88.2%

13.9%

74.7%

71.4%

94.1%

80.0%

91.0%

9.9%

92.4%

14.1%

100%

88.2%

9.6%

86.1%

18.6%

100%

28.6%

100%

5.9%

100%

20.0%

2.3%

1.5%

2.2%

6.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全部 一部 無し

3時間未満 3時間以上

予備電源の有無

予備電源の最大運用可能時間

*  【予備電源の最大運用可能時間】は【予備電源の有無】で「全て」もしくは「一部」を選択したシステム数を母数とし、
     その内訳を表示している。

県防災端末系無線
（固定局）150MHz

県防災端末系無線
（基地局・携帯基地局）150MHz

市町村防災用無線
（固定局）150MHz

市町村防災用無線
（基地局・携帯基地局）150MHz

市町村防災用同報無線
（固定局）60MHz

消防用無線
（固定局）60MHz

消防用無線
（固定局）150MHz

消防用無線
（基地局・携帯基地局）150MHz

 

 

図表－全－４－１６ 予備電源保有状況及び予備電源の最大運用可能時間 

（公共業務用無線・水防道路用無線・道路管理用無線）（内訳）【全国】 

36.4%

35.3%

50.0%

100%

17.5%

44.2%

13.8%

71.9%

67.6%

15.0%

68.3%

63.6%

29.4%

100%

100%

82.5%

25.3%

86.2%

18.8%

100%

14.7%

85.0%

29.3%

35.3%

50.0%

30.5%

9.4%

17.6%

2.4%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全部 一部 無し

3時間未満 3時間以上

予備電源の有無

予備電源の最大運用可能時間

*  【予備電源の最大運用可能時間】は【予備電源の有無】で「全て」もしくは「一部」を選択したシステム数を母数とし、
     その内訳を表示している。

公共業務用無線
（固定局）60MHz

公共業務用無線
（基地局・携帯基地局

・陸上移動中継局）60MHz

公共業務用無線
（固定局）150MHz

公共業務用無線
（基地局・携帯基地局）150MHz

水防道路用無線
（基地局・携帯基地局）150MHz

道路管理用無線
（固定局）150MHz

道路管理用無線
（基地局・携帯基地局）150MHz
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図表－全－４－１７ 予備電源保有状況及び予備電源の最大運用可能時間 

（ガス事業用無線・電気事業用無線・列車無線・電気通信業務用無線）（内訳）【全国】 

60.0%

32.5%

56.0%

18.8%

72.2%

2.3%

75.0%

84.6%

19.6%

53.7%

14.3%

62.5%

100%

40.0%

67.5%

22.2%

81.3%

16.7%

97.7%

16.7%

100%

7.7%

80.4%

21.6%

85.7%

25.0%

21.8%

11.1%

8.3%

7.7%

24.7%

12.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全部 一部 無し

3時間未満 3時間以上

予備電源の有無

予備電源の最大運用可能時間

*  【予備電源の最大運用可能時間】は【予備電源の有無】で「全て」もしくは「一部」を選択したシステム数を母数とし、
     その内訳を表示している。

ガス事業用無線
（固定局）150MHz

ガス事業用無線
（基地局・携帯基地局）150MHz

電気事業用無線
（固定局）150MHz

電気事業用無線
（基地局・携帯基地局）150MHz

列車無線
（固定局）150MHz

列車無線
（基地局・携帯基地局）150MHz

電気通信業務用無線
（固定局）60MHz

 

（６） 50MHz 超 222MHz 以下の周波数を利用する無線局のデジタル技術の導入状況【全

国】 

本周波数区分を利用する陸上・自営（主に公共分野）及び陸上・自営（公共分野

以外）の無線局の「デジタル技術の導入予定」に係る集計結果は、次のとおりであ

る。 

① デジタルシステムへの移行方針が示された一部の電波利用システム（「消防用無線

（固定局）150MHz」及び「消防用無線（基地局・携帯基地局）150MHz」）を除き、

「導入予定なし」とする回答率が高い。一方、「将来新しいデジタルシステムにつ

いて提示されれば導入を検討予定」とする回答も一定程度あり、明確な移行方針

を示せば導入について検討されるものと考えられる。 
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図表－全－４－１８ デジタル技術の導入予定【全国】 

割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数

当周波数帯合計 3.1% 84 1.0% 27 39.2% 1,053 19.0% 510 40.0% 1,075

公共業務用無線（固定局）60MHz 17.1% 7 4.9% 2 0% 0 19.5% 8 63.4% 26

公共業務用無線（基地局・携帯基地局・陸上移動中継局）60MHz 20.6% 7 2.9% 1 2.9% 1 17.6% 6 55.9% 19

公共業務用無線（固定局）150MHz 21.9% 14 0% 0 1.6% 1 12.5% 8 65.6% 42

公共業務用無線（基地局・携帯基地局）150MHz 8.4% 35 1.0% 4 1.9% 8 20.3% 85 71.4% 299

消防用無線（固定局）60MHz 0% 0 0% 0 40.0% 2 40.0% 2 40.0% 2

消防用無線（固定局）150MHz 0.2% 1 0.8% 4 76.4% 407 17.1% 91 8.6% 46

消防用無線（基地局・携帯基地局）150MHz 0.8% 7 1.3% 12 68.2% 626 17.9% 164 13.8% 127

水防道路用無線（固定局）60MHz 9.1% 1 0% 0 9.1% 1 0% 0 100% 11

水防道路用無線（基地局・携帯基地局）60MHz 0% 0 0% 0 0% 0 0% 0 100% 10

水防道路用無線（基地局・携帯基地局）150MHz 0% 0 0% 0 0% 0 0% 0 100% 11

道路管理用無線（固定局）150MHz 0% 0 0% 0 0% 0 50.0% 1 50.0% 1

道路管理用無線（基地局・携帯基地局）150MHz 0% 0 0% 0 0% 0 17.6% 3 82.4% 14

ガス事業用無線（固定局）60MHz 0% 0 0% 0 0% 0 0% 0 100% 2

ガス事業用無線（基地局・携帯基地局）60MHz - - - - - - - - - -

ガス事業用無線（固定局）150MHz 0% 0 0% 0 0% 0 12.5% 1 87.5% 7

ガス事業用無線（基地局・携帯基地局）150MHz 1.6% 3 1.1% 2 2.6% 5 26.3% 50 71.1% 135

電気事業用無線（固定局）60MHz 0% 0 0% 0 0% 0 3.1% 1 96.9% 31

電気事業用無線（基地局・携帯基地局）60MHz 0% 0 0% 0 0% 0 0% 0 100% 16

電気事業用無線（固定局）150MHz 0% 0 0% 0 0% 0 15.4% 2 84.6% 11

電気事業用無線（基地局・携帯基地局）150MHz 2.1% 1 4.2% 2 0% 0 12.5% 6 87.5% 42

列車無線（固定局）60MHz 9.1% 1 0% 0 0% 0 36.4% 4 54.5% 6

列車無線（固定局）150MHz 5.6% 1 0% 0 0% 0 44.4% 8 50.0% 9

列車無線（基地局・携帯基地局）150MHz 2.0% 5 0% 0 0.4% 1 25.4% 63 72.6% 180

一般業務用無線（固定局）60MHz 0% 0 0% 0 0% 0 0% 0 100% 1

一般業務用無線（固定局）150MHz 0% 0 0% 0 0% 0 20.0% 4 80.0% 16

非常警報用無線（固定局）60MHz 0% 0 0% 0 16.7% 1 33.3% 2 66.7% 4

テレメーター用無線（固定局）60MHz、70MHz、150MHz 11.1% 1 0% 0 0% 0 11.1% 1 77.8% 7

*1  〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示す。

*2　当設問は複数回答を可としている。

導入済み・導入中
3年以内に導入予
定

3年超に導入予定

将来新しいデジタ
ルシステム（又はナ
ロー化システム）に
ついて提示されれ
ば導入を検討予定

導入予定なし

 

 
 
（７） 50MHz 超 222MHz 以下の周波数を利用する無線局の移行・代替・廃止に関する予

定等【全国】 

① 「陸上・自営」の電波利用システムに係る他の電気通信サービスへの代替可能性

については、「一般業務用無線（固定局）60MHz」を除き、「代替可能」とする回答

の割合は極めて低い。その理由として、「非常災害時等における信頼性が確保でき

ないため」及び「代替可能な電気通信サービス（有線系を含む）が提供されてい

ないため」を挙げる回答が多い。 

② 「代替可能」と回答した電波利用システムの代替完了予定時期については、「道路

管理用（基地局・携帯基地局）150MHz」及び「列車無線（固定局）60MHz」は「１

年以内」が 100％となっているが、その他の電波利用システムについては総じて「５

年超」と回答しているものが多い。 

③ 「陸上・自営」の電波利用システムに係る他の周波数への移行可能性についても、

「移行可能」とする回答の割合は極めて低い。 

④ 「県防災端末系無線」、「市町村防災用無線」及び「その他の防災無線」に係る移

行・代替・廃止については、「県防災端末系無線（固定局）60MHz」、「県防災端末

系無線（基地局・携帯基地局）60MHz」及び「市町村防災用同報無線（固定局）60MHz」

を除く、電波利用システムは、いずれも 70％以上が「未定」と回答しており、各

免許人の方針が決まっていないことが伺える。 
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図表－全－４－１９ 他の電気通信サービス（有線系を含む）への代替可能性【全国】 

5.9%

5.3%

9.1%

5.6%

100%

5.0%

20.0%

11.1%

10.0%

11.1%

93.4%

80.0%

100%

100%

100%

100%

94.1%

100%

100%

91.6%

93.8%

100%

100%

100%

90.9%

83.3%

93.5%

85.0%

100%

88.9%

100%

3.2%

3.1%

3.5%

3.2%

3.1%

3.2%

3.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全部 一部 不可能

☆　該当システムなし

当周波数帯の合計

消防用無線（固定局）60MHz

水防道路用無線（固定局）60MHz

水防道路用無線（基地局・携帯基地局）60MHz

水防道路用無線（基地局・携帯基地局）150MHz

道路管理用無線（固定局）150MHz

道路管理用無線（基地局・携帯基地局）150MHz

ガス事業用無線（固定局）60MHz

ガス事業用無線（基地局・携帯基地局）60MHz

ガス事業用無線（固定局）150MHz

ガス事業用無線（基地局・携帯基地局）150MHz

電気事業用無線（固定局）60MHz

電気事業用無線（基地局・携帯基地局）60MHz

電気事業用無線（固定局）150MHz

電気事業用無線（基地局・携帯基地局）150MHz

列車無線（固定局）60MHz

列車無線（固定局）150MHz

列車無線（基地局・携帯基地局）150MHz

一般業務用無線（固定局）60MHz

一般業務用無線（固定局）150MHz

非常警報用無線（固定局）60MHz

テレメーター用無線（固定局）60MHz、70MHz、150MHz

電気通信業務用無線（固定局）60MHz

 

 

 

図表－全－４－２０ 他の電気通信サービス（有線系を含む）への代替完了予定時期【全国】 

17.8%

100%

25.0%

100%

33.3%

6.3%

6.7%

6.3%

50.0%

6.3%

4.4%

6.3%

33.3%

71.1%

100%

68.8%

50.0%

66.7%

81.3%

100%

66.7%

100%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1年以内 1年超3年以内 3年超5年以内 5年超

0%

0%

0%

0%

0%

☆　該当システムなし

0%

0%

0%

0%

0%

0%

*1  【他の電気通信サービス（有線系を含む）への代替可能性】で〔全て〕もしくは〔一部〕を選択したシステム数を
     母数としたデータとしている。
*2  〔0%〕と表示されている場合は、該当システムは存在するが、すべて代替可能性がないことを示している。

当周波数帯の合計

消防用無線（固定局）60MHz

水防道路用無線（固定局）60MHz

水防道路用無線（基地局・携帯基地局）60MHz

水防道路用無線（基地局・携帯基地局）150MHz

道路管理用無線（固定局）150MHz

道路管理用無線（基地局・携帯基地局）150MHz

ガス事業用無線（固定局）60MHz

ガス事業用無線（基地局・携帯基地局）60MHz

ガス事業用無線（固定局）150MHz

ガス事業用無線（基地局・携帯基地局）150MHz

電気事業用無線（固定局）60MHz

電気事業用無線（基地局・携帯基地局）60MHz

電気事業用無線（固定局）150MHz

電気事業用無線（基地局・携帯基地局）150MHz

列車無線（固定局）60MHz

列車無線（固定局）150MHz

列車無線（基地局・携帯基地局）150MHz

一般業務用無線（固定局）60MHz

一般業務用無線（固定局）150MHz

非常警報用無線（固定局）60MHz

テレメーター用無線（固定局）60MHz、70MHz、150MHz

電気通信業務用無線（固定局）60MHz
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図表－全－４－２１ 他の電気通信サービス（有線系を含む）への代替が困難な理由【全国】 

割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数

当周波数帯合計 66.3% 423 36.1% 230 19.7% 126 5.8% 37 39.2% 250 9.4% 60

消防用無線（固定局）60MHz 75.0% 3 25.0% 1 0% 0 0% 0 0% 0 0% 0

水防道路用無線（固定局）60MHz 100% 11 0% 0 100% 11 0% 0 100% 11 0% 0

水防道路用無線（基地局・携帯基地局）60MHz 100% 10 0% 0 20.0% 2 0% 0 100% 10 0% 0

水防道路用無線（基地局・携帯基地局）150MHz 100% 11 0% 0 18.2% 2 0% 0 100% 11 0% 0

道路管理用無線（固定局）150MHz 100% 2 50.0% 1 50.0% 1 50.0% 1 50.0% 1 0% 0

道路管理用無線（基地局・携帯基地局）150MHz 62.5% 10 37.5% 6 37.5% 6 18.8% 3 31.3% 5 6.3% 1

ガス事業用無線（固定局）60MHz 100% 2 0% 0 100% 2 0% 0 0% 0 0% 0

ガス事業用無線（基地局・携帯基地局）60MHz - - - - - - - - - - - -

ガス事業用無線（固定局）150MHz 100% 8 50.0% 4 25.0% 2 0% 0 0% 0 0% 0

ガス事業用無線（基地局・携帯基地局）150MHz 80.5% 140 24.7% 43 5.7% 10 2.9% 5 13.8% 24 10.3% 18

電気事業用無線（固定局）60MHz 90.0% 27 83.3% 25 13.3% 4 3.3% 1 86.7% 26 0% 0

電気事業用無線（基地局・携帯基地局）60MHz 93.8% 15 93.8% 15 6.3% 1 0% 0 87.5% 14 0% 0

電気事業用無線（固定局）150MHz 84.6% 11 69.2% 9 23.1% 3 15.4% 2 61.5% 8 7.7% 1

電気事業用無線（基地局・携帯基地局）150MHz 77.1% 37 64.6% 31 18.8% 9 4.2% 2 66.7% 32 6.3% 3

列車無線（固定局）60MHz 90.0% 9 20.0% 2 60.0% 6 0% 0 40.0% 4 0% 0

列車無線（固定局）150MHz 60.0% 9 0% 0 26.7% 4 0% 0 26.7% 4 13.3% 2

列車無線（基地局・携帯基地局）150MHz 43.5% 101 33.6% 78 22.0% 51 9.5% 22 36.6% 85 13.8% 32

一般業務用無線（固定局）60MHz 0% 0 0% 0 0% 0 0% 0 0% 0 0% 0

一般業務用無線（固定局）150MHz 58.8% 10 17.6% 3 29.4% 5 0% 0 41.2% 7 11.8% 2

非常警報用無線（固定局）60MHz 66.7% 4 66.7% 4 16.7% 1 0% 0 16.7% 1 16.7% 1

テレメーター用無線（固定局）60MHz、70MHz、150MHz 25.0% 2 50.0% 4 37.5% 3 0% 0 25.0% 2 0% 0

電気通信業務用無線（固定局）60MHz 20.0% 1 80.0% 4 60.0% 3 20.0% 1 100% 5 0% 0

*1  【他の電気通信サービス（有線系を含む）への代替可能性】で〔代替不可能〕を選択したシステム数を母数としたデータとしている。そのため、全てのシステムで代替可能性がある場合は〔0%〕と表記して

*2  〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示す。

その他
非常災害時等におけ
る信頼性が確保でき
ないため

経済的な理由のた
め

地理的に制約があ
るため

必要な回線品質が
得られないため

代替可能な電気通
信サービス（有線系
を含む。）が提供さ
れていないため

 

 

図表－全－４－２２ 他の周波数帯への移行の実施予定【全国】 
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0.6%

0.5%

0.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全部 一部 無し

☆　該当システムなし

当周波数帯の合計

消防用無線（固定局）60MHz

水防道路用無線（固定局）60MHz

水防道路用無線（基地局・携帯基地局）60MHz

水防道路用無線（基地局・携帯基地局）150MHz

道路管理用無線（固定局）150MHz

道路管理用無線（基地局・携帯基地局）150MHz

ガス事業用無線（固定局）60MHz

ガス事業用無線（基地局・携帯基地局）60MHz

ガス事業用無線（固定局）150MHz

ガス事業用無線（基地局・携帯基地局）150MHz

電気事業用無線（固定局）60MHz

電気事業用無線（基地局・携帯基地局）60MHz

電気事業用無線（固定局）150MHz

電気事業用無線（基地局・携帯基地局）150MHz

列車無線（固定局）60MHz

列車無線（固定局）150MHz

列車無線（基地局・携帯基地局）150MHz

一般業務用無線（固定局）60MHz

一般業務用無線（固定局）150MHz

非常警報用無線（固定局）60MHz

テレメーター用無線（固定局）60MHz、70MHz、150MHz

電気通信業務用無線（固定局）60MHz
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図表－全－４－２３ 60MHz 帯（デジタル）又は 260MHz 帯（デジタル）への 

移行、代替、廃止の実施予定【全国】 

割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数

その他の防災無線（固定局）60MHz 0% 0 0% 0 9.1% 1 0% 0 90.9% 10

その他の防災無線（基地局・携帯基地局）60MHz 0% 0 0% 0 0% 0 0% 0 100% 7

その他の防災無線（固定局）150MHz 0% 0 0% 0 0% 0 0% 0 100% 7

その他の防災無線（基地局・携帯基地局）150MHz 1.0% 1 1.0% 1 1.0% 1 2.0% 2 98.0% 98

県防災端末系無線（固定局）60MHz 0% 0 11.8% 2 17.6% 3 11.8% 2 64.7% 11

県防災端末系無線（基地局・携帯基地局）60MHz 0% 0 25.0% 1 25.0% 1 25.0% 1 25.0% 1

県防災端末系無線（固定局）150MHz 0% 0 0% 0 0% 0 0% 0 100% 5

県防災端末系無線（基地局・携帯基地局）150MHz 0% 0 8.8% 3 2.9% 1 2.9% 1 88.2% 30

市町村防災用無線（固定局）150MHz 28.6% 2 0% 0 0% 0 0% 0 71.4% 5

市町村防災用無線（基地局・携帯基地局）150MHz 2.3% 9 17.8% 69 2.6% 10 1.0% 4 77.5% 300

市町村防災用同報無線（固定局）60MHz 28.5% 369 3.9% 50 2.7% 35 0.7% 9 66.1% 855

*　当設問は複数回答を可としている。

60MHz帯（デジタル）
に移行する予定

260MHz帯（デジタ
ル）に移行する予定

他の電気通信手段
に代替する予定

廃止する予定 未定
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図表－全－４－２４ 60MHz 帯（デジタル）又は 260MHz 帯（デジタル）への 

移行、代替、廃止の完了予定時期【全国】 

1年以内
（平成20年
度中）

1年超
2年以内
（平成
21年度中）

2年超
3年以内
（平成
22年度中

3年超
4年以内
（平成
23年度中）

4年超
5年以内
（平成
24年度中）

5年超
6年以内
（平成
25年度中）

6年超
（平成26年
度以降）

60MHｚ帯（デジタル）へ移行完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%
260MHｚ帯（デジタル）へ移行完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%
他の電気通信手段に代替完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 100%

廃止完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

60MHｚ帯（デジタル）へ移行完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%
260MHｚ帯（デジタル）へ移行完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%
他の電気通信手段に代替完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

廃止完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

60MHｚ帯（デジタル）へ移行完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%
260MHｚ帯（デジタル）へ移行完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%
他の電気通信手段に代替完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

廃止完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

60MHｚ帯（デジタル）へ移行完了予定 100% 0% 0% 0% 0% 0% 0%
260MHｚ帯（デジタル）へ移行完了予定 100% 0% 0% 0% 0% 0% 0%
他の電気通信手段に代替完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 100%

廃止完了予定 50.0% 0% 50.0% 0% 0% 0% 0%

60MHｚ帯（デジタル）へ移行完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%
260MHｚ帯（デジタル）へ移行完了予定 0% 50.0% 50.0% 0% 0% 0% 0%
他の電気通信手段に代替完了予定 0% 0% 33.3% 33.3% 33.3% 0% 0%

廃止完了予定 50.0% 0% 0% 50.0% 0% 0% 0%

60MHｚ帯（デジタル）へ移行完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%
260MHｚ帯（デジタル）へ移行完了予定 0% 0% 100% 0% 0% 0% 0%
他の電気通信手段に代替完了予定 0% 0% 0% 0% 100% 0% 0%

廃止完了予定 100% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

60MHｚ帯（デジタル）へ移行完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%
260MHｚ帯（デジタル）へ移行完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%
他の電気通信手段に代替完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

廃止完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

60MHｚ帯（デジタル）へ移行完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%
260MHｚ帯（デジタル）へ移行完了予定 0% 0% 0% 0% 33.3% 33.3% 33.3%
他の電気通信手段に代替完了予定 0% 0% 100% 0% 0% 0% 0%

廃止完了予定 100% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

60MHｚ帯（デジタル）へ移行完了予定 50.0% 0% 0% 0% 0% 0% 50.0%
260MHｚ帯（デジタル）へ移行完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%
他の電気通信手段に代替完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

廃止完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

60MHｚ帯（デジタル）へ移行完了予定 0% 22.2% 11.1% 22.2% 0% 22.2% 22.2%
260MHｚ帯（デジタル）へ移行完了予定 11.6% 8.7% 15.9% 4.3% 10.1% 13.0% 36.2%
他の電気通信手段に代替完了予定 10.0% 10.0% 40.0% 10.0% 0% 10.0% 20.0%

廃止完了予定 25.0% 0% 25.0% 25.0% 0% 0% 25.0%

60MHｚ帯（デジタル）へ移行完了予定 13.8% 9.5% 12.7% 11.7% 10.8% 7.0% 34.4%
260MHｚ帯（デジタル）へ移行完了予定 8.0% 10.0% 26.0% 10.0% 14.0% 4.0% 28.0%
他の電気通信手段に代替完了予定 11.4% 17.1% 34.3% 17.1% 8.6% 2.9% 8.6%

廃止完了予定 22.2% 0% 33.3% 11.1% 0% 0% 33.3%

*  【60MHz帯（デジタル）又は260MHz帯（デジタル）への移行、代替、廃止の実施予定】でそれぞれの回答を選択したシステム数を母数としたデータとしている。

　　そのため、移行、代替、廃止を予定しているシステムが存在しない場合は、それぞれの選択肢で〔0%〕と表記している。

県防災端末系無線（基地局・携帯基
地局）150MHz

市町村防災用無線（固定局）
150MHz

市町村防災用無線（基地局・携帯基
地局）150MHz

市町村防災用同報無線（固定局）
60MHz

その他の防災無線（基地局・携帯基
地局）150MHz

県防災端末系無線（固定局）60MHz

県防災端末系無線（基地局・携帯基
地局）60MHz

県防災端末系無線（固定局）
150MHz

その他の防災無線（固定局）60MHz

その他の防災無線（基地局・携帯基
地局）60MHz

その他の防災無線（固定局）
150MHz

 

 

図表－全－４－２５ 移行、代替、廃止の実施予定【全国】 

割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数

公共業務用無線（固定局）60MHz 7.3% 3 4.9% 2 2.4% 1 85.4% 35

公共業務用無線（基地局・携帯基地局・陸上移動中継局）60MHz 8.8% 3 2.9% 1 0% 0 88.2% 30

公共業務用無線（固定局）150MHz 1.6% 1 7.8% 5 1.6% 1 89.1% 57

公共業務用無線（基地局・携帯基地局）150MHz 1.9% 8 1.4% 6 2.1% 9 94.5% 396

消防用無線（固定局）150MHz 79.7% 425 3.4% 18 4.9% 26 18.0% 96

消防用無線（基地局・携帯基地局）150MHz 75.2% 690 2.5% 23 4.8% 44 22.1% 203

*　当設問は複数回答を可としている。

将来移行可能な周
波数帯が提示され
れば検討

他の周波数帯に移行
する予定

他の電気通信手段
に代替する予定

廃止する予定
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図表－全－４－２６ 移行、代替、廃止の完了予定時期【全国】 

1年以内
（平成20年
度中）

1年超
2年以内
（平成
21年度中）

2年超
3年以内
（平成
22年度中

3年超
4年以内
（平成
23年度中）

4年超
5年以内
（平成
24年度中）

5年超
6年以内
（平成
25年度中）

6年超
7年以内
（平成
26年度中）

7年超
8年以内
（平成
27年度中）

8年超
9年以内
（平成
28年度中）

他の周波数帯に移行完了予定 33.3% 0% 33.3% 0% 0% 0% 0% 33.3% 0%
他の電気通信手段に代替完了予定 0% 100% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

廃止完了予定 0% 0% 100% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

他の周波数帯に移行完了予定 33.3% 0% 0% 33.3% 0% 0% 0% 33.3% 0%
他の電気通信手段に代替完了予定 0% 100% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

廃止完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

他の周波数帯に移行完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 100%
他の電気通信手段に代替完了予定 20.0% 0% 0% 20.0% 0% 40.0% 0% 0% 20.0%

廃止完了予定 0% 0% 100% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

他の周波数帯に移行完了予定 0% 12.5% 0% 12.5% 0% 0% 0% 12.5% 62.5%
他の電気通信手段に代替完了予定 16.7% 0% 0% 0% 16.7% 33.3% 0% 16.7% 16.7%

廃止完了予定 22.2% 0% 11.1% 11.1% 33.3% 11.1% 0% 0% 11.1%

他の周波数帯に移行完了予定 0% 0% 0.2% 3.1% 4.5% 4.7% 8.0% 36.0% 43.5%
他の電気通信手段に代替完了予定 0% 0% 0% 5.6% 5.6% 0% 0% 11.1% 77.8%

廃止完了予定 7.7% 0% 0% 0% 7.7% 7.7% 0% 26.9% 50.0%

他の周波数帯に移行完了予定 0.1% 0.1% 0.4% 3.3% 5.9% 5.4% 8.7% 35.1% 40.9%
他の電気通信手段に代替完了予定 0% 0% 0% 4.3% 4.3% 0% 0% 21.7% 69.6%

廃止完了予定 2.3% 0% 4.5% 2.3% 0% 2.3% 2.3% 20.5% 65.9%

*  【移行、代替、廃止の実施予定】でそれぞれの回答を選択したシステム数を母数としたデータとしている。

　　そのため、移行、代替、廃止を予定しているシステムが存在しない場合は、それぞれの選択肢で〔0%〕と表記している。

公共業務用無線（基地局・携帯基地
局）150MHz

消防用無線（固定局）150MHz

消防用無線（基地局・携帯基地局）
150MHz

公共業務用無線（固定局）60MHz

公共業務用無線（基地局・携帯基地
局・陸上移動中継局）60MHz

公共業務用無線（固定局）150MHz

 

 

（８） 勘案事項 

① 電波に関する技術の発達の動向  

（マルチメディア放送） 

平成 19 年 12 月に、90-108MHz 及び 205-222MHz の周波数帯を移動体向けのマルチ

メディア放送等に分配する周波数割当計画の変更を行った。その後、「携帯端末向

けマルチメディア放送サービス等の在り方に関する懇談会」が、平成 20 年 7 月に、

当該マルチメディア放送サービスの在り方について報告書を取りまとめた。これ

を受け、マルチメディア放送方式の技術的条件について、平成 20 年 7 月から情報

通信審議会情報通信技術分科会において審議が行われている。  

 

（自営通信）  

平成 19 年 12 月に、170-205MHz の周波数帯を安全・安心な社会の実現等のための自営

通信に分配する周波数割当計画の変更を行った。その具体的なシステムの技術的条件等

の検討に資するため、「VHF 帯における公共・公益移動無線システムのブロードバンド化

等に関する調査検討」（技術試験事務）を実施中である。 

 

（航空通信）  

航空移動業務に使用する VHF 帯音声通信は、欧州などで航空管制のための周波数

が不足し、航空交通量の増加に対応できないとして、チャネル間隔を 25kHz の 3 分

の 1 に当たる 8.33kHz にナロー化するための技術基準が、ICAO において規格化され

ている。 

 

（船舶通信） 

VHF 帯の船舶通信システムは、遭難や航行安全のために通信することを主たる目的

として 156.025MHz-161.025MHz の周波数を使用する世界的に共通した無線システム

である。近年、従来の無線電話のほかデータ通信として積極的に活用され、一部の

周波数を利用する簡易型船舶自動識別装置についての技術的条件が平成 20年 6月に

情報通信審議会により答申され、平成 21年 5月に導入予定となっている。また、ITU-R

において、船舶及び港湾の安全通信システムの近代化を図ることを目的として、当
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該周波数をデジタル化技術により高速通信として利用することが研究されている。  

 

（その他） 

本周波数帯では、防災以外の自営無線システムの占める割合も多く、かつ、今後

数年内にデジタル化を予定しているものもあること、昨今、無線機器製造事業者が

アナログ方式のサポート体制を縮小する動向にあることから、今後、防災以外の自

営無線においてもデジタル技術の導入が進展していくものと考えられる。  

150MHz 帯を使用するデジタル方式の簡易無線局に関しては、平成 20 年 8 月に制度

整備を行っている。 

 

② 電波に関する需要の動向  

本周波数帯を利用する電波利用システムの無線局数は、平成 17 年度と比較して

減少している。この傾向は、この周波数帯の無線局数の多数を占めるアマチュア

局を除いても同様であるが、本周波数帯は、移動通信に適した電波伝搬特性を有

するとともに無線設備の小型化が容易であることから、今後も一定の需要が見込

まれる。 

また、次に述べる地上テレビジョン放送の周波数再編後には新たなシステムの

導入が予定されている。 

 

③ 周波数割当の動向 

地上テレビジョン放送のデジタル化後に空く周波数のうち、90～108MHz 及び 205

～222MHz の周波数は移動体向けのマルチメディア放送等のテレビジョン放送以外

の「放送」（32.5MHz 幅）に、170～205MHz の帯域は安全・安心な社会の実現等の

ためにブロードバンド通信が可能な「自営通信」（32.5MHz 幅）に、平成 23 年 7 月

25 日から割り当てることができるように、平成 19 年 12 月に周波数割当計画を変

更した。 

なお、WRC-07 において、112-117.975MHz 帯を世界共通で航空管制、航空用デー

タ通信等に使用することが合意された。 

 

 

（９） 評価 

本周波数帯は消防用無線、防災無線、公共分野の自営無線、船舶通信システム、

航空通信システム、放送（アナログテレビジョン、FM)等の様々な重要な電波利用シ

ステムに利用されているとともに、アマチュア無線や簡易無線等にも広く利用され

ている。 

無線局数は減少傾向にあるものの、これらの電波利用システムの重要性から判断

すると適切に利用されていると認められる。 

また、本周波数帯は、アナログ方式のテレビション放送の終了や消防無線の周波

数移行が進められている周波数帯であることから、これらが円滑に実施されること

が重要である。  

なお、個別の電波システムに関する評価は、以下のとおりである。  

90MHz 帯を使用する FM ページャーについては、現在の開設局数が「0 局」であり、

今後も開設される見込みがないことから、当該システムへの周波数分配を削除する

ことが適当である。  

VHF 帯を使用する航空移動(R)業務用無線については、ICAO ANNEX10 において規格

化されている内容により、各国の導入実態等の国際動向を踏まえ、将来的には狭帯
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域化し、多チャンネル化していくことが望ましい。  

150MHz 帯を使用する簡易無線については、山間部における根強い需要を踏まえ、

デジタル方式を導入し、アナログ方式を廃止していくことが望ましい。なお、アナ

ログ方式の廃止に当たっては、使用期限を定めずに、現在使用されている無線機器

の耐用年数に従い、自然減としていくことが適当である。  

150MHz 帯を使用する防災行政無線については、デジタル化に伴う防災無線の周波

数の統一の観点から、260MHz 帯への移行を促進するとともに、現在、150MHz 帯を使

用するアナログ方式の無線機器については、使用期限を定めずに、その耐用年数に

従い、自然減としていくことが適当である。  

150MHz 帯を使用する消防用無線については、防災無線と同様、デジタル化に伴う

周波数統一の観点から、260MHz 帯への移行を促進するとともに、150MHz 帯を使用す

るアナログ方式の無線機器については、平成 28 年 5 月 31 日までに廃止することが

適当である。 

なお、当該帯域を使用する、自営系無線について、現在、アナログ方式を採用し

ている無線機器は、周波数の有効利用を図る観点から、デジタル化や狭帯域化を促

進していくことが望ましい。  
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第５節  222MHz 超 335.4MHz 以下の周波数の利用状況【全国】 

 

222MHz 超 335.4MHz 以下の周波数を利用する無線局について、電波の利用状況調査結

果に基づき、用途別の分布状況等を集計・分析し、勘案事項及び評価をとりまとめた。 

 

（１） 周波数区分の割当ての状況 

周波数割当計画による本周波数区分の国際分配及び国内分配は、次のとおりで

ある。 

 
 国  際  分  配  （MHz）  

国 内 分 配 （MHz） 

第一地域 第二地域 第三地域 

(１) (２) (３) (４) 

174-223 220-225 174-223 222-223  移動 

 放送  アマチュア  固定   航空無線航行 

  固定  移動   無線標定 

  移動  放送   

  無線標定  5.233 5.238   

 5.235 5.237 5.243  5.241  5.240 5.245   

223-230  223-230 223-226  移動 

 放送   固定   無線標定 

 固定   移動   

 移動   放送   

  225-235  航空無線航行   

  固定  無線標定 226-251  移動 

 5.243 5.246 5.247  移動  5.250  J16 J59  

230-235  230-235  J60  

 固定   固定   

 移動   移動   

   航空無線航行   

 5.247 5.251 5.252   5.250   

235-267  固定   

  移動 251-253.85  移動 

   J58  

  253.85-255  移動 

  255-262  移動 

   J58  

  262-266  移動 

   J58  

  5.111 5.199 5.252 5.254 5.256 5.256A 266-271  移動 

267-272  固定  J58  

  移動   

  宇宙運用（宇宙から地球）   

  5.254 5.257 271-275  移動 

272-273  宇宙運用（宇宙から地球）  J58  

  固定   

  移動   

  5.254   

273-312  固定   

  移動 275-276.65 移動（航空移動を除く。） 

    航空移動 

  276.65-277.95  移動 

  277.95-278.15 移動（航空移動を除く。） 

    航空移動 

  278.15-279.15  移動 

  279.15-279.95 移動（航空移動を除く。） 

    航空移動 
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  279.95-287.95  移動 

  5.254 287.95-322 移動（航空移動を除く。） 

312-315  固定     J60A 

  移動   航空移動 

  移動衛星（地球から宇宙） 5.254 5.255   

315-322  固定   

  移動   

  5.254   

322-328.6  固定 322-322.425  移動 

  移動  J32  電波天文 

  電波天文 322.425-328.6  移動 

  5.149  J32  電波天文 

328.6-335.4  航空無線航行 328.6-335.4  航空無線航行 

  5.258 5.259   

 

 

 

（２） 222MHz 超 335.4MHz 以下の周波数を利用する電波利用システムグループ【全国】 

本周波数区分を利用する電波利用システムグループは、次のとおりである。 

 

① 無線局免許等を要する電波利用システムグループ 

電波利用システムグループ 免許人数 無線局数 (参考)主な電波利用システム※ 

陸上・防災 82 13,552 市町村防災用デジタル無線 等 

陸上・自営(主に公共分野) 1 1,015 消防用デジタル無線 等 

陸上・自営(公共分野以外) 1 2 一般業務用無線 

陸上・電気通信業務 2 32 電気通信業務用ページャー 

航空・測位 4 62 ILS 

航空・航空通信 329 1,714 航空無線 等 

その他・その他 57 373 実験局 等 

※ 電波利用システムグループと電波利用システムの関係については、第２章を参照。 

 

 

② 無線局免許等を要しない等の電波利用システムグループ 

電波利用システムグループ 無線局数 (参考)主な電波利用システム※ 

その他・免許不要 7,394,678 (注 1) コードレス電話 

その他・電波天文(注 2) －(注 3)  

※ 電波利用システムグループと電波利用システムの関係については、第２章を参照。 

（注 1）平成 17 年度から平成 19 年度までの全国における出荷台数を合計した値。 

（注 2）受動業務のシステム 

（注 3）調査対象外 
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（３） 222MHz 超 335.4MHz 以下の周波数を利用する無線局の分布状況【全国】 

本周波数区分を利用する無線局の「無線局数の割合及び局数」、「無線局数の割合

及び局数（一般業務用と公共業務用の比較）」及び「無線局数の推移（各総合通信局

の比較）」に係る集計結果は、次のとおりである。 

① 本周波数区分は、他の周波数区分とは異なりアマチュア無線が存在しないため絶

対的な無線局数は少ないものの、局数は増加傾向にある。主な増加要因は、本周

波数区分に「陸上・防災」等の電波利用システムグループの移行先として推奨さ

れている 260MHz 帯（デジタル）が含まれており、同グループの無線局数が平成 17

年度の 3,488 局から平成 20 年度の 13,552 局に大幅に増加しているためである。 

② 本周波数区分におけるデジタル化率は 98.9％であり、平成 17 年度と比較すると大

幅に増加している。この増加要因は、①と同様、本周波数区分に「陸上・防災」

等の電波利用システムグループの移行先として推奨されている 260MHz 帯（デジタ

ル）が含まれているためである。 

 

図表－全－５－１ 無線局数の割合及び局数【全国】 

* 複数の電波利用システムグループに属する無線局は、それぞれにカウントしている。

航空・航空通信
10.2%（1,714局）

航空・測位
0.4%（62局）

陸上・電気通信業務
0.2%（32局）

陸上・自営（公共分野以外）
0.01%（2局）

その他・その他
2.2%（373局）

陸上・自営（主に公共分野）
6.1%（1,015局）

陸上・防災
80.9%（13,552局）
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図表－全－５－２ 無線局数の割合及び局数（一般業務用と公共業務用の比較）【全国】 

電波利用システム名 割合 局数

陸上・防災 80.9% 13,552

陸上・自営（主に公共分野） 6.1% 1,015
航空・航空通信 1.0% 175

航空・測位 0.4% 62

その他・その他 0.2% 31
航空・航空通信 9.2% 1,539

その他・その他 2.0% 342

陸上・電気通信業務 0.2% 32
陸上・自営（公共分野以外） 0.0% 2

* 複数の電波利用システム群に属する無線局は、それぞれにカウントしている。

一般業務用

公共業務用

公共業務用

88.6%

（14,835局）

一般業務用

11.4%

（1,915局）

 

 

 

図表－全－５－３ 無線局数の割合及び局数（デジタル・アナログの比較）【全国】 

98.9%

(15,012局)

76.6%

(4,919局)

1.1%

(165局)

23.4%

(1,499局)

0.0%

(1局)

0.0%

(1局)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成20年度

平成17年度

デジタル アナログ デジタル・アナログの複合

*1 アナログ・デジタルの両方式を具備する無線局はそれぞれにカウントしている。

*2 アマチュア局、パルス波（例:P0N）、電信（例:A1A）は除いている。
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図表－全－５－４ 無線局数の推移（各総合通信局の比較） 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

平成17年度 平成20年度

平成17年度 280 148 1,682   549 105 2,145   218 297 604 326 127 

平成20年度 614 251 6,352 1,204 441 4,784 1,085 602 931 392  94 

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

（無線局数）

 

 

 

（４） 勘案事項 

① 電波に関する技術の発達の動向 

特記すべき事項はない。 

 

② 電波に関する需要の動向 

260MHz 帯については、150MHz 帯を使用する消防無線や防災無線の移行先となる

ことから、当該周波数帯に対する需要は今後も大幅に増加していくことが予想さ

れる。 

280MHz 帯については、電気通信業務用ページャーシステムが運用されているが、

携帯電話等の普及に伴い、平成 17 年度の 1,204 局から 32 局へと無線局数が大幅

に減少しており、その周波数需要は大きく減ってきている。 
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図表－全－５－５ 電気通信業務用ページャーの無線局数の推移（各総合通信局の比較）

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成17年度 42 90 370 96 31 218 81 83 47 127 19 

平成20年度 0 0 26 0 0 0 0 0 0 0 6

0 

50 

100 

150 

200 

250 

300 

350 

400 

平成17年度 平成20年度
（無線局数）

 

③ 周波数割当の動向 

    特記すべき事項はない。 

 

④ 周波数移行の動向 

260MHz 帯の周波数帯は、県防災無線や市町村防災無線等の防災行政用無線用周波数

の移行収容先となっていることから、県防災無線については、平成 17 年度の調査時に

は 0 局であった無線局数が、今回（平成 20 年度）の調査時には、基地局・携帯基地局

は 144 局、陸上移動局・携帯局は 1,717 局に増加し、市町村防災無線については、平

成 17 年度調査時には、基地局・携帯基地局が 34 局であったものが、今回調査時には

109 局に、陸上移動局・携帯局は、3,454 局が 11,372 局に増加している。 

一方、260MHz 帯以外の周波数帯を利用する防災行政用無線については、260MHz 帯へ

の移行や廃止等により、無線局数は減少傾向にある。 
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図表－全－５－６ 県防災用無線局の整備状況【全国】 

591

144

43

144

419

39

852

96

30

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

県防災用デジタル無線（基地局・携帯基地局）260MHz

県防災端末系デジタル無線（基地局・携帯基地局）400MHz

県防災端末系無線（基地局・携帯基地局）400MHz

県防災端末系無線（基地局・携帯基地局）150MHz

県防災端末系無線（基地局・携帯基地局）60MHz（無線局数）

260MHz以外
の無線局

260MHz
の無線局

260MHz以外
の無線局

260MHz
の無線局

1,397局
(100%)

144局
(15.0%)

817局
(85.0%)

0局
(0%)

【平成17年度】 【平成20年度】

*　グラフ上の割合は、各年度ごとの県防災用デジタル無線システムと、それ以外のシステムの割合を示している。

197

4,919

591

368

1,717
2,194

8,647

267

259

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

県防災用デジタル無線（陸上移動局・携帯局）260MHz
県防災端末系デジタル無線（陸上移動局・携帯局）400MHz
県防災端末系無線（陸上移動局・携帯局）400MHz
県防災端末系無線（陸上移動局・携帯局）150MHz
県防災端末系無線（陸上移動局・携帯局）60MHz

（無線局数）

【平成17年度】 【平成20年度】

260MHz以外
の無線局

260MHz
の無線局

260MHz以外
の無線局

260MHz
の無線局

11,367局
(100%)

0局
(0%)

1,717局
(22.0%)

6,075局
(78.0%)

 
 

 

図表－全－５－７ 市町村防災用無線局の整備状況【全国】 

2,239

109

602634

2,387

340

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

市町村防災用デジタル無線（基地局・携帯基地局・陸上移動中継局）260MHz

市町村防災用無線（基地局・携帯基地局）400MHz

市町村防災用無線（基地局・携帯基地局）150MHz
（無線局数）

260MHz以外
の無線局

260MHz
の無線局

260MHz以外
の無線局

260MHz
の無線局

3,021局
(98.9%)

109局
(3.7%)

2,841局
(96.3%)

34局
(1.1%)

【平成17年度】 【平成20年度】

*　グラフ上の割合は、各年度ごとの市町村防災用デジタル無線システムと、それ以外のシステムの割合を示している。
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3,454局
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（５） 評価 

本周波数帯は、防災無線、消防用無線、航空通信システム、公共分野の自営無線

等の様々な重要な電波利用システムに利用されている。 

無線局数も増加傾向にあり、これらの電波利用システムの重要性から判断すると、

適切に利用されているものと認められる。 

本周波数帯は、150MHz 帯の消防無線や防災無線の移行・集約先である 260MHz 帯を

含んでいることから、移行してきた無線局により無線局は増加してきており、今後

も増加傾向は続くことが見込まれる。 

280MHz 帯電気通信業務用ページャーシステムについては、需要が著しく減少して

いることを踏まえ、需要に応じた帯域幅を見直すことが適当である。 

なお、当該帯域を使用する自営系無線について、周波数の有効利用を図る観点か

ら、デジタル化や狭帯域化を促進していくことが望ましい。 
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第６節  335.4MHz 超 770MHz 以下の周波数の利用状況【全国】 

 

335.4MHz 超 770MHz 以下の周波数を利用する無線局について、電波の利用状況調査結

果に基づき、用途別の分布状況等を集計・分析するとともに、公共業務用のシステム

のうち、国民の生命・財産に関わるおそれのある特に重要性の高いシステムについて

は、無線設備の利用状況、利用体制の整備状況、デジタル技術の導入状況及び移行・

代替・廃止状況等を集計・分析し、その結果について、勘案事項及び評価をとりまと

めた。 

 

（１） 周波数区分の割当ての状況 

周波数割当計画による本周波数区分の国際分配及び国内分配は、次のとおりであ

る。 

 
 国  際  分  配  （MHz）  

国 内 分 配 （MHz） 

第一地域 第二地域 第三地域 

(１) (２) (３) (４) 

335.4-387  固定 335.4-347.7 固定 

  移動  J57 J61 移動（航空移動を除く。） 

   J62  

  347.7-348.55  固定 

    移動 

  348.55-348.8125  移動 

  348.8125-351.9  固定 

    移動 

  351.9-364.2 固定 

   J57 J61 移動（航空移動を除く。） 

   J62  

  364.2-365.8  固定 

    移動 

  365.8-368.2  固定 

   J57  陸上移動 

  368.2-369.1  固定 

  369.1-369.5  固定 

  369.5-370  固定 

  370-370.6  固定 

    移動 

  370.6-370.85  固定 

    移動 

  370.85-372.2  固定 

    移動 

  372.2-373.8  固定 

    移動 

  373.8-375.4  固定 

    移動 

  375.4-379  固定 

    移動 

  379-380.2  固定 

    移動 

  380.2-381.325  移動 

  381.325-382.2  固定 

    移動 

  382.2-382.7  固定 

    移動 

  382.7-383.8  固定 

    移動 

  383.8-386.2  固定 
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   J57  陸上移動 

  5.254 386.2-387.1  固定 

387-390  固定 387.1-387.5  固定 

  移動 387.5-388  固定 

  移動衛星（宇宙から地球） 5.208A 5.208B 5.254 388-388.6  固定 

               5.255   移動 

  388.6-390.1  固定 

    移動 

390-399.9  固定 390.1-391.7  固定 

  移動   移動 

  391.7-393.1  固定 

    移動 

  393.1-394.3  固定 

    移動 

  394.3-394.95  固定 

    移動 

  394.95-396.3  固定 

    移動 

  396.3-397.425  固定 

    移動 

  397.425-398.4  固定 

    移動 

  398.4-398.7  固定 

    移動 

  398.7-399.7875  固定 

    移動 

  399.7875-399.9  固定 

  5.254   移動 

399.9-400.05  移動衛星（地球から宇宙） 5.209 5.224A 399.9-400.05  移動衛星（地球から宇宙） 

  無線航行衛星 5.222 5.224B 5.260  J50    J44 J52 

    無線航行衛星 

  5.220     J51 J53 

400.05-400.15  標準周波数報時衛星（400.1MHz） 400.05-400.15  標準周波数報時衛星 

  5.261 5.262  J63  

400.15-401  気象援助 400.15-401  気象衛星（宇宙から地球） 

  気象衛星（宇宙から地球）  J65  宇宙研究（宇宙から地球） 

  移動衛星（宇宙から地球） 5.208A 5.208B 5.209     J64 

  宇宙研究（宇宙から地球） 5.263   移動衛星（宇宙から地球） 

  宇宙運用（宇宙から地球）     J43 J43A J44 

  5.262 5.264   宇宙運用（宇宙から地球） 

401-402  地球探査衛星（地球から宇宙） 401-402  宇宙運用（宇宙から地球） 

  気象援助   地球探査衛星 

  気象衛星（地球から宇宙）       （地球から宇宙） 

  宇宙運用（宇宙から地球）   気象衛星（地球から宇宙） 

  固定   

  移動（航空移動を除く。）   

402-403  地球探査衛星（地球から宇宙） 402-403  気象援助 

  気象援助   地球探査衛星 

  気象衛星（地球から宇宙）       （地球から宇宙） 

  固定   気象衛星（地球から宇宙） 

  移動（航空移動を除く。）   固定 

    移動（航空移動を除く。） 

403-406  気象援助 403-406  気象援助 

  固定   固定 

  移動（航空移動を除く。）   移動（航空移動を除く。） 

406-406.1  移動衛星（地球から宇宙） 406-406.1  移動衛星（地球から宇宙） 

  5.266 5.267  J66 J67  

406.1-410  固定 406.1-407.7875  固定 
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  移動（航空移動を除く。）  J32  陸上移動 

  電波天文   電波天文 

  407.7875-408.25  固定 

   J32  陸上移動 

    電波天文 

  408.25-410  固定 

   J32  陸上移動 

  5.149   電波天文 

410-420  固定 410-410.3  固定 

  移動（航空移動を除く。）  J57  陸上移動 

  宇宙研究（宇宙から宇宙） 5.268   宇宙研究（宇宙から宇宙） 

      J68 

  410.3-411.0375  固定 

   J57  陸上移動 

    宇宙研究（宇宙から宇宙） 

      J68 

  411.0375-411.3  固定 

   J57  陸上移動 

    宇宙研究（宇宙から宇宙） 

      J68 

  411.3-411.35  固定 

    陸上移動 

    宇宙研究（宇宙から宇宙） 

      J68 

  411.35-412  固定 

   J57  陸上移動 

    宇宙研究（宇宙から宇宙） 

      J68 

  412-412.35  固定 

   J57  陸上移動 

    宇宙研究（宇宙から宇宙） 

      J68 

  412.35-413.69375  固定 

   J57  陸上移動 

    宇宙研究（宇宙から宇宙） 

      J68 

  413.69375-414.15  陸上移動 

    宇宙研究（宇宙から宇宙） 

      J68 

  414.15-414.5  固定 

   J57  陸上移動 

    宇宙研究（宇宙から宇宙） 

      J68 

  414.5-415.5  固定 

   J57  陸上移動 

    宇宙研究（宇宙から宇宙） 

      J68 

  415.5-417.5  固定 

   J57  陸上移動 

    宇宙研究（宇宙から宇宙） 

      J68 

  417.5-420  固定 

   J57  陸上移動 

    宇宙研究（宇宙から宇宙） 

      J68 

420-430  固定 420-430  無線標定 

  移動（航空移動を除く。）  J69  

  無線標定   陸上移動 
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  5.269 5.270 5.271   海上移動 

430-432 430-432 430-432  アマチュア 

 アマチュア  無線標定    

 無線標定  アマチュア   

 5.271 5.272 5.273     無線標定 

 5.274 5.275 5.276    

  5.277  5.271 5.276 5.277 5.278 5.279   

432-438 432-438 432-438  アマチュア 

 アマチュア  無線標定  J70  

 無線標定  アマチュア   

 地球探査衛星（能動） 地球探査衛星（能動）   無線標定 

   5.279A 5.279A   地球探査衛星（能動） 

 5.138 5.271 5.272      J70A 

 5.276 5.277 5.280     移動 

 5.281 5.282  5.271 5.276 5.277 5.278 5.279 5.281 5.282     J70B 

438-440 438-440 438-440  アマチュア 

 アマチュア 無線標定   

 無線標定  アマチュア   

 5.271 5.273 5.274     無線標定 

 5.275 5.276 5.277     

  5.283 5.271 5.276 5.277 5.278 5.279   

440-450  固定 440-450  無線標定 

  移動（航空移動を除く。）  J69 J71  

  無線標定    陸上移動 

  5.269 5.270 5.271 5.284 5.285 5.286   

450-455  固定 450-451.5125  固定 

  移動 5.286AA  J71  移動 

  451.5125-452.3875  固定 

    移動 

  452.3875-452.7  固定 

    移動 

  452.7-453.1  固定 

    移動 

  453.1-453.8875  固定 

    移動 

  453.8875-454.04375  固定 

    移動 

   陸上移動 

  454.04375-454.2  移動 

  454.2-454.9125  固定 

 5.209 5.271 5.286 5.286A 5.286B 5.286C 5.286D    移動 

  5.286E 454.9125-457.3625  固定 

455-456 455-456 455-456  移動  移動 

 固定  固定  固定   

 移動 5.286AA  移動 5.286AA  移動 5.286AA   

  移動衛星（地球から宇宙）    

 5.209   5.271  5.286A   5.286A 5.286B 5.286C  5.209  5.271   5.286A    

 5.286B 5.286C 5.286E  5.209  5.286B 5.286C  5.286E   

456-459  固定   

  移動 5.286AA  457.3625-457.5125  固定 

     移動 

   457.5125-457.5875  移動 

   457.5875-458.2375  固定 

     移動 

  5.271 5.287  5.288  458.2375-459.5125  固定 

459-460 459-460 459-460   移動 

 固定  固定  固定   

 移動 5.286AA  移動 5.286AA  移動 5.286AA   

  移動衛星（地球から宇宙）  459.5125-460  固定 
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 5.209  5.271  5.286A    5.286A 5.286B 5.286C  5.209  5.271   5.286A    移動 

 5.286B  5.286C 5.286E  5.209  5.286B  5.286C 5.286E   

460-470  固定  460-462  固定 

  移動 5.286AA   J73  移動 

  気象衛星（宇宙から地球）    気象衛星（宇宙から地球） 

       J72 

   462-465  固定 

    J73  移動 

     気象衛星（宇宙から地球） 

       J72 

   465-465.175  移動 

   465.175-465.2  固定 

     移動 

   465.2-465.9125  固定 

    J73  移動 

     気象衛星（宇宙から地球） 

       J72 

   465.9125-467.5  固定 

    J73  移動 

     気象衛星（宇宙から地球） 

       J72 

   467.5-467.65  移動 

   467.65-468.54375  固定 

    J73  移動 

     気象衛星（宇宙から地球） 

       J72 

   468.54375-468.875  移動 

    J73   

     気象衛星（宇宙から地球） 

       J72 

   468.875-469.425  固定 

    J73  移動 

     気象衛星（宇宙から地球） 

       J72 

   469.425-469.5  移動 

   469.5-470  固定 

    J73  移動 

      気象衛星（宇宙から地球） 

  5.287 5.288 5.289 5.290      J72 

470-790 470-512 470-585 470-585 固定 

 放送  放送  固定  J46  陸上移動 J73A 

  固定  移動      

  移動  放送   放送 

  5.292 5.293    

 512-608  5.291 5.298   

  放送 585-610 585-710 固定 

   固定  J32 J75  陸上移動 J73A 

   移動       

   放送   

   無線航行   

  5.297  5.149 5.305 5.306    

 608-614  5.307   放送 

  電波天文 610-890   

  移動衛星（航空移動衛星  固定   

  （地球から宇宙）を除く。）  移動 5.313A 5.317A   

   放送   

 614-698    

  放送    

  固定    
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  移動    

 5.293 5.309 5.311A    

 698-806    

  放送  710-730  陸上移動 J73A  J75E 

 5.149 5.291A 5.294   固定   J74B     

 5.296 5.300  5.302  移動 5.313B 5.317A   放送 J75B 

 5.304 5.306  5.311A   730-770  陸上移動 J73A  J74 

 5.312 5.293 5.309 5.311A   J74B 放送 J75B 

 
 
 
（２） 335.4MHz 超 770MHz 以下の周波数を利用する電波利用システムグループ【全国】 

本周波数区分を利用する電波利用システムグループは、次のとおりである。 

 

① 無線局免許等を要する電波利用システムグループ 

電波利用システムグループ 免許人数 無線局数 (参考)主な電波利用システム※

陸上・防災 1,452 75,712 市町村防災用無線 等 

陸上・自営(主に公共分野) 927 150,558 列車無線 等 

陸上・自営(公共分野以外) 8,538 319,347 タクシー用無線 等 

陸上・電気通信業務 8 7,892(注) 電気通信業務用デジタル 

空港無線電話通信 等 

陸上・放送 131 19,196 デジタル TV 放送 UHF 等 

陸上・放送事業 205 4,483 放送連絡用無線 等 

陸上・その他 489,970 961,892 アマチュア無線 等 

海上・船舶通信 221 2,650 マリンホーン 等 

海上・その他 4,204 9,068 衛星 EPIRB 等 

航空・航空通信 190 2,726 航空機用救命無線 等 

航空・その他 18 533 航空レジャー用無線 等 

衛星・その他 1 306 DCP 

その他・その他 189 3,168 実験局 等 

※ 電波利用システムグループと電波利用システムの関係については、第２章を参照。 

(注) このうち、包括免許の無線局数は 7,111 局。 

 

② 無線局免許等を要しない等の電波利用システムグループ 

電波利用システムグループ 無線局数 (参考)主な電波利用システム※ 

その他・免許不要 21,340,358 (注 1) コードレス電話 等 

その他・電波天文(注 2) －(注 3) － 

※ 電波利用システムグループと電波利用システムの関係については、第２章を参照。 

（注 1）平成 17 年度から平成 19 年度までの全国における出荷台数を合計した値。 

（注 2）受動業務のシステム 

（注 3）調査対象外 
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（３） 335.4MHz 超 770MHz 以下の周波数を利用する無線局の分布状況【全国】 

本周波数区分を利用する無線局の「無線局数の割合及び局数」、「無線局数の割合

及び局数（一般業務用と公共業務用の比較）」及び「無線局数の推移（各総合通信局

の比較）」に係る集計結果は、次のとおりである。 

① 本周波数区分は、「陸上・その他」、「陸上・自営（公共分野以外）」及び「陸上・

自営（主に公共分野）」で 92.0％を占めている。「陸上・その他」は、簡易無線（495,972

局）が 51.6％、アマチュア無線（465,461 局）が 48.4％、「陸上・自営（公共分野

以外）」は、タクシー用無線（176,541 局）が 55.3％、一般業務用無線（84,249 局）

が 26.4％、タクシー用デジタル無線（47,420 局）が 14.8％、「陸上・自営（主に

公共分野）」は、列車無線（72,260 局）が 48.0％、陸上運輸用無線（14,282 局）

が 9.5％、消防用無線（13,388 局）が 8.9％を占めている。 

② アマチュア無線は、平成 17 年度と比較して 82,022 局減少（15.0％減）している

ものの、簡易無線が平成 17 年度と比較して 73,209 局増加（17.3％増）しており、

アマチュア局を除けば本周波数区分の無線局数は、74,814 局増加している。 

③ 本周波数区分におけるデジタル化率は 27.1％であり、平成 17 年度からほとんど変

化はない。 

 

図表－全－６－１ 無線局数の割合及び局数【全国】 

*1 「その他」には下記の電波利用システムグループが含まれている。
*2 複数の電波利用システムグループに属する無線局は、それぞれにカウントしている。

割合 局数 割合 局数
航空・その他 0.03% 533 衛星・その他 0.02% 306

陸上・自営（公共分野以外）
20.5%（319,347局）

海上・その他
0.6%（9,068局）

陸上・電気通信業務
0.5%（7,892局）

陸上・放送事業
0.3%（4,483局）

航空・航空通信
0.2%（2,726局）

その他・その他
0.2%（3,168局）

海上・船舶通信
0.2%（2,650局）

その他 （*1）
0.1%（839局）

陸上・放送
1.2%（19,196局）

陸上・防災
4.9%（75,712局）

陸上・自営（主に公共分野）
9.7%（150,558局）

陸上・その他
61.8%（961,892局）

 

 

4 - 64



 

 
 

図表－全－６－２ 無線局数の割合及び局数（一般業務用と公共業務用の比較）【全国】 

電波利用システム名 割合 局数

陸上・自営（主に公共分野） 9.7% 150,558

陸上・防災 4.9% 75,712
陸上・放送事業 0.3% 4,483

陸上・その他 0.0% 458

海上・その他 0.0% 353
衛星・その他 0.0% 306

航空・航空通信 0.0% 91

その他・その他 0.0% 41
海上・船舶通信 0.0% 8

陸上・その他 61.7% 961,434

陸上・自営（公共分野以外） 20.5% 319,347
陸上・放送 1.2% 19,196

海上・その他 0.6% 8,715

陸上・電気通信業務 0.5% 7,892

その他・その他 0.2% 3,127
海上・船舶通信 0.2% 2,642

航空・航空通信 0.2% 2,635

航空・その他 0.0% 533

* 複数の電波利用システム群に属する無線局は、それぞれにカウントしている。

公共業務用

一般業務用

一般業務用

85.1%

（1,325,521局）

公共業務用

14.9%

（232,010局）

 
 
 

図表－全－６－３ 無線局数の割合及び局数（デジタル・アナログの比較）【全国】 

27.1%

(366,473局)

27.2%

(328,196局)

71.6%

(968,650局)

71.3%

(858,972局)

1.3%

(17,297局)

1.5%

(18,324局)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成20年度

平成17年度

デジタル アナログ デジタル・アナログの複合

*1 アナログ・デジタルの両方式を具備する無線局はそれぞれにカウントしている。

*2 アマチュア局、パルス波（例:P0N）、電信（例:A1A）は除いている。
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図表－全－６－４ 無線局数の推移（各総合通信局の比較） 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

500,000

平成17年度 平成20年度

平成17年度 114,188 155,309 445,237 74,399 42,806 185,626 209,742 106,758 57,344 160,638 11,198 

平成20年度 111,477 149,821 473,325 68,011 39,438 177,451 212,847 106,269 55,743 150,428 11,227 

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

（無線局数）

 

 

図表－全－６－５ 無線局数の推移（各総合通信局の比較・アマチュア局を除く） 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

平成17年度 平成20年度

平成17年度  68,136 103,883 306,021  48,562  26,973 105,996 142,137  66,017  32,118 107,149   8,770 

平成20年度  69,084 103,609 351,017  47,784  26,301 112,312 156,826  72,698  34,988 107,023   8,934 
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（４） 335.4MHz 超 770MHz 以下の周波数を利用する無線局に係る無線設備の利用状況

【全国】 

本周波数区分を利用する 400MHz 帯の公共分野の電波利用システム（公共業務用無

線、水防道路用無線、ガス事業用無線、電気事業用無線など）の無線局の「運用時

間の分布」に係る集計結果は、次のとおりである。 

① いずれの電波利用システムも、日中の利用については 90％を超える高い利用率を

示しているが、夜間、早朝の利用については、その用途に応じて、数％程度から

90％と利用率に変動がある。 

② これらの電波利用システムは、非常災害時等においては、平時を大幅に上回る利

用が想定される。 

 

図表－全－６－６ 運用時間帯の分布（公共業務用無線・水防道路用無線 400MHz）【全国】 
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図表－全－６－７ 運用時間帯の分布 

（道路管理用無線・ガス事業用無線・電気事業用無線・列車無線 400MHz）【全国】 
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（５） 335.4MHz 超 770MHz 以下の周波数を利用する無線局に係る非常時の体制整備状況

【全国】 

本周波数区分を利用する防災及び公共分野の電波利用システム等の無線局の「災

害・故障時等の対策実施状況」、「復旧作業外部委託状況」及び「予備電源の保有状

況及び最大運用可能時間」に係る集計結果は、次のとおりである。 

なお、「災害・故障時等の対策実施状況」については、地震対策（耐震補強等）、

火災対策（ガス消火設備の設置等）、水害対策（地上２階以上に設置等）、故障対策

（代替用予備機の設置等）について調査した。 

① 災害・故障時の対策実施状況について「実施なし」とする回答を除いて比較する

と、地震対策については県防災端末系無線が他の電波利用システムと比べ高い実

施率となっており、火災対策、水害対策及び故障対策について県防災端末系デジ

タル無線が高い実施率となっている。 

② 復旧対策外部委託状況についても「外部委託していない」とする回答を除いて比

較すると、県防災端末系デジタル無線が 100％となっており、高い委託率となって

いる。 

③ 予備電源の保有状況についても、県防災端末系無線、県防災端末系デジタル無線、

市町村防災用無線、消防用無線、水防道路用無線、電気事業用無線、固定多重通

信用無線はいずれも、90％を超える高い保有率となっている。 
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図表－全－６－８ 災害・故障時等の対策実施状況【全国】

全て実施 一部実施 実施なし 全て実施 一部実施 実施なし 全て実施 一部実施 実施なし 全て実施 一部実施 実施なし

当周波数帯の合計 38.4% 19.3% 42.3% 20.6% 15.9% 63.6% 45.1% 29.2% 25.6% 29.4% 18.4% 52.2%

その他の防災無線 53.6% 13.0% 33.3% 18.8% 21.7% 59.4% 40.6% 30.4% 29.0% 20.3% 13.0% 66.7%

県防災端末系無線 82.5% 10.0% 7.5% 32.5% 30.0% 37.5% 62.5% 32.5% 5.0% 57.5% 15.0% 27.5%

県防災端末系デジタル無線 60.0% 40.0% 0% 80.0% 20.0% 0% 80.0% 20.0% 0% 100% 0% 0%

市町村防災用無線 36.6% 20.9% 42.5% 19.2% 14.9% 65.9% 46.2% 28.7% 25.1% 29.4% 18.8% 51.8%

公共業務用無線 32.4% 13.0% 54.5% 22.9% 20.9% 56.1% 34.0% 33.6% 32.4% 15.8% 18.6% 65.6%

消防用無線 59.5% 13.9% 26.6% 34.2% 7.6% 58.2% 49.4% 25.3% 25.3% 62.0% 16.5% 21.5%

地震対策 火災対策 水害対策 故障対策

地震対策：耐震補強等、火災対策：ガス消火設備の設置等、水害対策：地上 2 階以上に設置等、故障対策：代替予備機の設置等 

 

図表－全－６－９ 災害・故障時等の対策実施状況(内訳)【全国】 

全て実施 一部実施 実施無し 全て実施 一部実施 実施無し 全て実施 一部実施 実施無し 全て実施 一部実施 実施無し

当周波数帯の合計 38.4% 19.3% 42.3% 20.6% 15.9% 63.6% 45.1% 29.2% 25.6% 29.4% 18.4% 52.2%

その他の防災無線（固定局）400MHz 46.2% 19.2% 34.6% 3.8% 34.6% 61.5% 34.6% 42.3% 23.1% 19.2% 15.4% 65.4%

その他の防災無線（基地局・携帯基地局）400MHz 58.1% 9.3% 32.6% 27.9% 14.0% 58.1% 44.2% 23.3% 32.6% 20.9% 11.6% 67.4%

県防災端末系無線（固定局）400MHz 81.8% 18.2% 0% 27.3% 40.9% 31.8% 45.5% 54.5% 0% 54.5% 27.3% 18.2%

県防災端末系無線（基地局・携帯基地局）400MHz 83.3% 0% 16.7% 38.9% 16.7% 44.4% 83.3% 5.6% 11.1% 61.1% 0% 38.9%

県防災端末系デジタル無線（固定局）400MHz 50.0% 50.0% 0% 100% 0% 0% 100% 0% 0% 100% 0% 0%

県防災端末系デジタル無線（基地局・携帯基地局）400MHz 66.7% 33.3% 0% 66.7% 33.3% 0% 66.7% 33.3% 0% 100% 0% 0%

市町村防災用無線（固定局）400MHz 38.9% 23.5% 37.6% 17.0% 16.7% 66.3% 43.0% 30.4% 26.5% 34.6% 20.9% 44.6%

市町村防災用無線（基地局・携帯基地局）400MHz 35.7% 20.0% 44.3% 20.0% 14.3% 65.7% 47.4% 28.1% 24.6% 27.6% 18.0% 54.4%

公共業務用無線（固定局）400MHz 41.4% 21.4% 37.1% 14.3% 32.9% 52.9% 31.4% 40.0% 28.6% 18.6% 24.3% 57.1%

公共業務用無線（基地局・携帯基地局）400MHz 29.0% 9.8% 61.2% 26.2% 16.4% 57.4% 35.0% 31.1% 33.9% 14.8% 16.4% 68.9%

消防用無線（固定局）400MHz 46.2% 17.3% 36.5% 17.3% 11.5% 71.2% 44.2% 23.1% 32.7% 61.5% 15.4% 23.1%

消防用無線（基地局・携帯基地局）400MHz 85.2% 7.4% 7.4% 66.7% 0% 33.3% 59.3% 29.6% 11.1% 63.0% 18.5% 18.5%

地震対策 火災対策 水害対策 故障対策

 

地震対策：耐震補強等、火災対策：ガス消火設備の設置等、水害対策：地上 2 階以上に設置等、故障対策：代替予備機の設置等 

 

 

図表－全－６－１０ 復旧作業外部委託状況【全国】 

当該システムの全ての無線局
について外部委託している

当該システムの一部の無線局
について外部委託している

外部委託していない

当周波数帯の合計 68.8% 5.8% 25.4%

その他の防災無線 75.4% 5.3% 19.3%

県防災端末系無線 82.1% 2.6% 15.4%

県防災端末系デジタル無線 100% 0% 0%

市町村防災用無線 70.8% 5.8% 23.5%

公共業務用無線 43.2% 7.5% 49.2%

消防用無線 82.7% 4.0% 13.3%
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図表－全－６－１１ 復旧作業外部委託状況（内訳）【全国】 
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*  【災害・故障時等の対策実施状況】で〔全部〕又は〔一部〕を選択したシステム数を母数とした
　　 データとしている。

当周波数帯の合計

その他の防災無線（固定局）400MHz

その他の防災無線（基地局・携帯基地局）400MHz

県防災端末系無線（固定局）400MHz

県防災端末系無線（基地局・携帯基地局）400MHz

県防災端末系デジタル無線（固定局）400MHz

県防災端末系デジタル無線（基地局・携帯基地局）400MHz

市町村防災用無線（固定局）400MHz

市町村防災用無線（基地局・携帯基地局）400MHz

公共業務用無線（固定局）400MHz

公共業務用無線（基地局・携帯基地局）400MHz

消防用無線（固定局）400MHz

消防用無線（基地局・携帯基地局）400MHz

 

 

図表－全－６－１２ 予備電源保有状況及び予備電源の最大運用可能時間 

全ての無線局で保有 一部の無線局で保有 保有していない 3時間未満 3時間以上

県防災端末系無線 92.5% 7.5% 0% 0% 100%

県防災端末系デジタル無線 100% 0% 0% 0% 100%

市町村防災用無線 78.2% 15.9% 6.0% 13.5% 86.5%

消防用無線 97.5% 2.5% 0% 3.8% 96.2%

公共業務用無線 54.2% 24.9% 20.9% 18.5% 81.5%

水防道路用無線 95.2% 4.8% 0% 0% 100%

道路管理用無線 78.3% 8.7% 13.0% 10.0% 90.0%

ガス事業用無線 55.6% 19.0% 25.4% 21.3% 78.7%

電気事業用無線 97.4% 2.6% 0% 0% 100%

列車無線 55.4% 21.5% 23.1% 24.7% 75.3%

固定多重通信用無線 100% 0% 0% 0% 100%

予備電源の有無 予備電源の最大運用可能時間
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図表－全－６－１３ 予備電源保有状況及び予備電源の最大運用可能時間 

（県防災端末系無線・県防災端末系デジタル無線・市町村防災用無線・消防用無線）（内訳）【全国】 
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2.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全部 一部 無し

3時間未満 3時間以上

予備電源の有無

予備電源の最大運用可能時間

*  【予備電源の最大運用可能時間】は【予備電源の有無】で「全て」もしくは「一部」を選択したシステム数を母数とし、
     その内訳を表示している。

県防災端末系無線
（固定局）400MHz

県防災端末系無線
（基地局・携帯基地局）400MHz

県防災端末系デジタル無線
（固定局）400MHz

県防災端末系デジタル無線
（基地局・携帯基地局）400MHz

市町村防災用無線
（固定局）400MHz

市町村防災用無線
（基地局・携帯基地局）400MHz

消防用無線
（固定局）400MHz

消防用無線
（基地局・携帯基地局）400MHz

 

 

図表－全－６－１４ 予備電源保有状況及び予備電源の最大運用可能時間 

（公共業務用無線・水防道路用無線・道路管理用無線）（内訳）【全国】 
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84.2%

33.3%
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90.9%

100%

17.3%

51.4%

21.3%

61.4%

94.1%

5.3%

66.7%

25.0%

100%
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100%

82.7%

24.6%

78.7%

25.7%

10.5%

25.0%

24.0%

12.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全部 一部 無し

3時間未満 3時間以上

予備電源の有無

予備電源の最大運用可能時間

*  【予備電源の最大運用可能時間】は【予備電源の有無】で「全て」もしくは「一部」を選択したシステム数を母数とし、
     その内訳を表示している。

公共業務用無線
（固定局）400MHz

公共業務用無線
（基地局・携帯基地局）400MHz

水防道路用無線
（固定局）400MHz

水防道路用無線
（基地局・携帯基地局）400MHz

道路管理用無線
（固定局）400MHz

道路管理用無線
（基地局・携帯基地局）400MHz
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図表－全－６－１５ 予備電源保有状況及び予備電源の最大運用可能時間 

（ガス事業用無線・電気事業用無線・列車無線・固定多重通信用無線）（内訳）【全国】 

100%

23.9%

54.8%

40.0%

66.7%

100%

95.8%

21.8%

50.9%

18.8%

87.5%

100%

76.1%

21.7%

60.0%

16.7%

100%

100%

4.2%

78.2%

20.0%

81.3%

12.5%

23.5%

16.7%

29.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全部 一部 無し

3時間未満 3時間以上

予備電源の有無

予備電源の最大運用可能時間

*  【予備電源の最大運用可能時間】は【予備電源の有無】で「全て」もしくは「一部」を選択したシステム数を母数とし、
     その内訳を表示している。

ガス事業用無線
（固定局）150MHz

ガス事業用無線
（基地局・携帯基地局）400MHz

電気事業用無線
（固定局）400MHz

電気事業用無線
（基地局・携帯基地局）400MHz

列車無線
（固定局）400MHz

列車無線
（基地局・携帯基地局・

陸上移動中継局）400MHz

固定多重通信用無線
（固定局）400MHz

 

 

（６） 335.4MHz 超 770MHz 以下の周波数を利用する無線局のデジタル技術の導入予定

【全国】 

本周波数区分を利用する陸上・自営（主に公共分野）及び陸上・自営（公共分野

以外）の無線局の「デジタル技術の導入予定」に係る集計結果は、次のとおりであ

る。 

① 一部の電波利用システム（「電気事業用無線（基地局・携帯基地局）400MHz」等）

を除き、総体的に「導入予定なし」とする回答率が高い。一方、「将来新しいデジ

タルシステムについて提示されれば導入を検討予定」とする回答も一定程度あり、

明確な移行方針を示せば導入について検討されるものと考えられる。 
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図表－全－６－１６ デジタル技術の導入予定【全国】 

割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数

当周波数帯合計 8.4% 57 4.4% 30 6.6% 45 24.3% 165 61.9% 421

公共業務用無線（固定局）400MHz 15.7% 11 4.3% 3 2.9% 2 27.1% 19 57.1% 40

公共業務用無線（基地局・携帯基地局）400MHz 6.0% 11 1.1% 2 0.5% 1 24.0% 44 69.9% 128

消防用無線（固定局）400MHz 0% 0 1.9% 1 46.2% 24 32.7% 17 19.2% 10

消防用無線（基地局・携帯基地局）400MHz 7.4% 2 0% 0 11.1% 3 40.7% 11 44.4% 12

水防道路用無線（固定局）400MHz 0% 0 0% 0 20.0% 2 0% 0 100% 10

水防道路用無線（基地局・携帯基地局）400MHz 0% 0 0% 0 54.5% 6 0% 0 72.7% 8

道路管理用無線（固定局）400MHz 0% 0 25.0% 1 0% 0 0% 0 75.0% 3

道路管理用無線（基地局・携帯基地局）400MHz 26.3% 5 5.3% 1 0% 0 21.1% 4 47.4% 9

ガス事業用無線（固定局）400MHz 6.3% 1 6.3% 1 0% 0 43.8% 7 50.0% 8

ガス事業用無線（基地局・携帯基地局）400MHz 2.7% 3 0% 0 2.7% 3 30.9% 34 66.4% 73

電気事業用無線（固定局）400MHz 16.7% 4 41.7% 10 4.2% 1 0% 0 79.2% 19

電気事業用無線（基地局・携帯基地局）400MHz 40.0% 6 73.3% 11 13.3% 2 0% 0 13.3% 2

列車無線（固定局）400MHz 16.7% 1 0% 0 0% 0 50.0% 3 33.3% 2

列車無線（基地局・携帯基地局・陸上移動中継局）400MHz 10.4% 12 0% 0 0.9% 1 21.7% 25 69.6% 80

固定多重通信用無線（固定局）400MHz 0% 0 0% 0 0% 0 0% 0 100% 6

電気通信業務用移動多重無線（基地局・携帯基地局）400MHz 0% 0 0% 0 0% 0 0% 0 100% 5

マリンホーン（固定局）350MHz - - - - - - - - - -

マリンホーン（基地局・携帯基地局）350MHz 14.3% 1 0% 0 0% 0 14.3% 1 85.7% 6

*1  〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示す。

*2　当設問は複数回答を可としている。

導入済み・導入中 3年以内に導入予定 3年超に導入予定

将来新しいデジタ
ルシステム（又はナ
ロー化システム）に
ついて提示されれ
ば導入を検討予定

導入予定なし

 

 
 
（７） 335.4MHz 超 770MHz 以下の周波数を利用する無線局の移行・代替・廃止に関する

予定等【全国】 

① 「陸上・自営」の電波利用システムに係る他の電気通信サービスへの代替可能性

については、「列車無線（固定局）400MHz」を除き、「代替可能」とする回答の割

合が極めて低い。その理由として、「非常災害時等における信頼性が確保できない

ため」及び「代替可能な電気通信サービス（有線系を含む）が提供されていない

ため」を挙げている回答が多い。 

② 「陸上・自営」の電波利用システムの 60MHz 帯（デジタル）又は 260MHz 帯（デジ

タル）への移行・代替・廃止については「未定」と回答する割合が高い。その理

由としては、経済状況の変化に伴う免許人の財政事情の悪化が考えられる。 
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図表－全－６－１７ 他の電気通信サービス（有線系を含む）への代替可能性【全国】 

4.9%

15.4%

3.7%

25.0%

5.3%

12.5%

5.5%

33.3%

3.7%

6.3%

4.5%

6.7%

16.7%

92.5%

84.6%

92.6%

100%

100%

75.0%

94.7%

81.3%

90.0%

100%

93.3%

50.0%

98.3%

100%

100%

100%

1.7%

2.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全部 一部 不可能

☆　該当システムなし

当周波数帯の合計

消防用無線（固定局）400MHz

消防用無線（基地局・携帯基地局）400MHz

水防道路用無線（固定局）400MHz

水防道路用無線（基地局・携帯基地局）400MHz

道路管理用無線（固定局）400MHz

道路管理用無線（基地局・携帯基地局）400MHz

ガス事業用無線（固定局）400MHz

ガス事業用無線（基地局・携帯基地局）400MHz

電気事業用無線（固定局）400MHz

電気事業用無線（基地局・携帯基地局）400MHz

列車無線（固定局）400MHz

列車無線（基地局・携帯基地局・陸上移動中継局）400MHz

固定多重通信用無線（固定局）400MHz

電気通信業務用移動多重無線（基地局・携帯基地局）

マリンホーン（固定局）350MHz

マリンホーン（基地局・携帯基地局）350MHz

 

 

図表－全－６－１８ 他の電気通信サービス（有線系を含む）への代替完了予定時期【全国】 

9.4%

33.3%

9.1%

33.3%

18.8%

50.0%

66.7%

9.1%

100%

33.3%

9.4%

50.0%

100%

9.1%

62.5%

100%

100%

72.7%

33.3%

100%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1年以内 1年超3年以内 3年超5年以内 5年超

0%

0%

0%

0%

0%

☆　該当システムなし

0%

*1  【他の電気通信サービス（有線系を含む）への代替可能性】で〔全て〕もしくは〔一部〕を選択したシステム
     数を母数としたデータとしている。
*2  〔0%〕と表示されている場合は、該当システムは存在するが、すべて代替可能性がないことを示している。

当周波数帯の合計

消防用無線（固定局）400MHz

消防用無線（基地局・携帯基地局）400MHz

水防道路用無線（固定局）400MHz

水防道路用無線（基地局・携帯基地局）400MHz

道路管理用無線（固定局）400MHz

道路管理用無線（基地局・携帯基地局）400MHz

ガス事業用無線（固定局）400MHz

ガス事業用無線（基地局・携帯基地局）400MHz

電気事業用無線（固定局）400MHz

電気事業用無線（基地局・携帯基地局）400MHz

列車無線（固定局）400MHz

列車無線（基地局・携帯基地局・陸上移動中継局）400MHz

固定多重通信用無線（固定局）400MHz

電気通信業務用移動多重無線（基地局・携帯基地局）

マリンホーン（固定局）350MHz

マリンホーン（基地局・携帯基地局）350MHz
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図表－全－６－１９ 他の電気通信サービス（有線系を含む）への代替が困難な理由【全国】 

割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数

当周波数帯合計 65.8% 260 34.4% 136 16.5% 65 4.8% 19 38.2% 151 12.2% 48

消防用無線（固定局）400MHz 45.5% 20 27.3% 12 29.5% 13 4.5% 2 29.5% 13 11.4% 5

消防用無線（基地局・携帯基地局）400MHz 52.0% 13 24.0% 6 4.0% 1 0% 0 44.0% 11 8.0% 2

水防道路用無線（固定局）400MHz 100% 10 0% 0 100% 10 0% 0 100% 10 0% 0

水防道路用無線（基地局・携帯基地局）400MHz 100% 11 0% 0 9.1% 1 0% 0 100% 11 0% 0

道路管理用無線（固定局）400MHz 100% 3 66.7% 2 33.3% 1 0% 0 33.3% 1 33.3% 1

道路管理用無線（基地局・携帯基地局）400MHz 72.2% 13 44.4% 8 38.9% 7 5.6% 1 11.1% 2 16.7% 3

ガス事業用無線（固定局）400MHz 92.3% 12 38.5% 5 0% 0 0% 0 7.7% 1 15.4% 2

ガス事業用無線（基地局・携帯基地局）400MHz 80.8% 80 21.2% 21 4.0% 4 7.1% 7 12.1% 12 11.1% 11

電気事業用無線（固定局）400MHz 87.5% 21 79.2% 19 12.5% 3 0% 0 87.5% 21 4.2% 1

電気事業用無線（基地局・携帯基地局）400MHz 92.9% 13 85.7% 12 0% 0 0% 0 100% 14 0% 0

列車無線（固定局）400MHz 0% 0 0% 0 33.3% 1 0% 0 33.3% 1 33.3% 1

列車無線（基地局・携帯基地局・陸上移動中継局）400MHz 50.4% 57 37.2% 42 18.6% 21 8.0% 9 40.7% 46 18.6% 21

固定多重通信用無線（固定局）400MHz 33.3% 2 66.7% 4 33.3% 2 0% 0 0% 0 0% 0

電気通信業務用移動多重無線（基地局・携帯基地局）400MHz 100% 5 0% 0 0% 0 0% 0 100% 5 0% 0

マリンホーン（固定局）350MHz - - - - - - - - - - - -

マリンホーン（基地局・携帯基地局）350MHz 0% 0 71.4% 5 14.3% 1 0% 0 42.9% 3 14.3% 1

*1  【他の電気通信サービス（有線系を含む）への代替可能性】で〔代替不可能〕を選択したシステム数を母数としたデータとしている。

*2  〔-〕と表示されている場合は、該当システムが存在しないことを示す。
*3  当設問は複数回答を可としている。

その他
非常災害時等におけ
る信頼性が確保でき
ないため

経済的な理由のた
め

地理的に制約があ
るため

必要な回線品質が
得られないため

代替可能な電気通
信サービス（有線系
を含む。）が提供さ
れていないため

 

 
 

図表－全－６－２０ 他の周波数帯への移行の実施予定【全国】 

7.0%

42.3%

14.8%

5.3%

6.3%

6.7%

92.5%

55.8%

85.2%

100%

100%

100%

94.7%

93.8%

98.2%

100%

93.3%

100%

100%

100%

100%

100%

1.8%

0.5%

1.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全部 一部 無し

☆　該当システムなし

当周波数帯の合計

消防用無線（固定局）400MHz

消防用無線（基地局・携帯基地局）400MHz

水防道路用無線（固定局）400MHz

水防道路用無線（基地局・携帯基地局）400MHz

道路管理用無線（固定局）400MHz

道路管理用無線（基地局・携帯基地局）400MHz

ガス事業用無線（固定局）400MHz

ガス事業用無線（基地局・携帯基地局）400MHz

電気事業用無線（固定局）400MHz

電気事業用無線（基地局・携帯基地局）400MHz

列車無線（固定局）400MHz

列車無線（基地局・携帯基地局・陸上移動中継局）400MHz

固定多重通信用無線（固定局）400MHz

電気通信業務用移動多重無線（基地局・携帯基地局）400MHz

マリンホーン（固定局）350MHz

マリンホーン（基地局・携帯基地局）350MHz
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図表－全－６－２１ 60MHz 帯（デジタル）又は 260MHz 帯（デジタル）への 

移行、代替、廃止の実施予定【全国】 

割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数

その他の防災無線（固定局）400MHz 0% 0 0% 0 0% 0 0% 0 100% 26

その他の防災無線（基地局・携帯基地局）400MHz 7.0% 3 9.3% 4 0% 0 4.7% 2 83.7% 36

県防災端末系無線（固定局）400MHz 0% 0 4.5% 1 0% 0 0% 0 95.5% 21

県防災端末系無線（基地局・携帯基地局）400MHz 0% 0 0% 0 0% 0 0% 0 100% 18

県防災端末系デジタル無線（固定局）400MHz 0% 0 0% 0 0% 0 0% 0 100% 2

県防災端末系デジタル無線（基地局・携帯基地局）400MHz 0% 0 0% 0 0% 0 0% 0 100% 3

市町村防災用無線（固定局）400MHz 8.3% 38 13.7% 63 2.8% 13 1.5% 7 75.7% 348

市町村防災用無線（基地局・携帯基地局）400MHz 4.3% 54 16.7% 211 2.5% 31 1.3% 17 76.6% 967

*　当設問は複数回答を可としている。

60MHz帯（デジタル）
に移行する予定

260MHz帯（デジタ
ル）に移行する予定

他の電気通信手段
に代替する予定

廃止する予定 未定

 

 

図表－全－６－２２ 60MHz 帯（デジタル）又は 260MHz 帯（デジタル）への 

移行、代替、廃止の完了予定時期【全国】 

1年以内
（平成20年
度中）

1年超
2年以内
（平成
21年度中）

2年超
3年以内
（平成
22年度中

3年超
4年以内
（平成
23年度中）

4年超
5年以内
（平成
24年度中）

5年超
6年以内
（平成
25年度中）

6年超
（平成26年
度以降）

60MHｚ帯（デジタル）へ移行完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%
260MHｚ帯（デジタル）へ移行完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%
他の電気通信手段に代替完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

廃止完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

60MHｚ帯（デジタル）へ移行完了予定 33.3% 0% 0% 0% 33.3% 0% 33.3%
260MHｚ帯（デジタル）へ移行完了予定 25.0% 0% 0% 50.0% 0% 0% 25.0%
他の電気通信手段に代替完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

廃止完了予定 0% 0% 0% 50.0% 0% 0% 50.0%

60MHｚ帯（デジタル）へ移行完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%
260MHｚ帯（デジタル）へ移行完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 100% 0%
他の電気通信手段に代替完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

廃止完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

60MHｚ帯（デジタル）へ移行完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%
260MHｚ帯（デジタル）へ移行完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%
他の電気通信手段に代替完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

廃止完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

60MHｚ帯（デジタル）へ移行完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%
260MHｚ帯（デジタル）へ移行完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

他の電気通信手段に代替完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

廃止完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

60MHｚ帯（デジタル）へ移行完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%
260MHｚ帯（デジタル）へ移行完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%
他の電気通信手段に代替完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

廃止完了予定 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

60MHｚ帯（デジタル）へ移行完了予定 7.9% 15.8% 13.2% 7.9% 21.1% 10.5% 23.7%
260MHｚ帯（デジタル）へ移行完了予定 11.1% 4.8% 14.3% 9.5% 14.3% 9.5% 36.5%
他の電気通信手段に代替完了予定 7.7% 7.7% 46.2% 7.7% 7.7% 7.7% 15.4%

廃止完了予定 28.6% 0% 28.6% 14.3% 28.6% 0% 0%

60MHｚ帯（デジタル）へ移行完了予定 18.5% 20.4% 16.7% 7.4% 13.0% 5.6% 18.5%
260MHｚ帯（デジタル）へ移行完了予定 5.7% 8.1% 19.9% 10.0% 11.4% 9.0% 36.0%
他の電気通信手段に代替完了予定 16.1% 22.6% 32.3% 16.1% 6.5% 3.2% 3.2%

廃止完了予定 17.6% 0% 17.6% 23.5% 11.8% 0% 29.4%

*  【60MHz帯（デジタル）又は260MHz帯（デジタル）への移行、代替、廃止の実施予定】でそれぞれの回答を選択したシステム数を母数としたデータとしている。

　　そのため、移行、代替、廃止を予定しているシステムが存在しない場合は、それぞれの選択肢で〔0%〕と表記している。

市町村防災用無線（基地局・携帯基
地局）400MHz

県防災端末系無線（基地局・携帯基
地局）400MHz

県防災端末系デジタル無線（固定
局）400MHz

県防災端末系デジタル無線（基地
局・携帯基地局）400MHz

市町村防災用無線（固定局）
400MHz

その他の防災無線（固定局）
400MHz

その他の防災無線（基地局・携帯基
地局）400MHz

県防災端末系無線（固定局）
400MHz
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図表－全－６－２３ 移行、代替、廃止の実施予定【全国】 

割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数 割合 システム数

公共業務用無線（固定局）400MHz 4.3% 3 5.7% 4 1.4% 1 91.4% 64

公共業務用無線（基地局・携帯基地局）400MHz 1.6% 3 1.6% 3 2.7% 5 94.5% 173

*　当設問は複数回答を可としている。

将来移行可能な周
波数帯が提示され
れば検討

他の周波数帯に移
行する予定

他の電気通信手段
に代替する予定

廃止する予定

 

 

図表－全－６－２４ 移行、代替、廃止の完了予定時期【全国】 

1年以内
（平成20年
度中）

1年超
2年以内
（平成
21年度中）

2年超
3年以内
（平成
22年度中

3年超
4年以内
（平成
23年度中）

4年超
5年以内
（平成
24年度中）

5年超
6年以内
（平成
25年度中）

6年超
7年以内
（平成
26年度中）

7年超
8年以内
（平成
27年度中）

8年超
9年以内
（平成
28年度中）

他の周波数帯に移行完了予定 0% 0% 66.7% 0% 0% 0% 0% 0% 33.3%
他の電気通信手段に代替完了予定 25.0% 0% 0% 25.0% 25.0% 0% 0% 0% 25.0%

廃止完了予定 0% 0% 100% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

他の周波数帯に移行完了予定 0% 0% 100% 0% 0% 0% 0% 0% 0%
他の電気通信手段に代替完了予定 0% 0% 33.3% 0% 0% 33.3% 0% 0% 33.3%

廃止完了予定 60.0% 20.0% 0% 0% 0% 20.0% 0% 0% 0%

*  【移行、代替、廃止の実施予定】でそれぞれの回答を選択したシステム数を母数としたデータとしている。

公共業務用無線（固定局）400MHz

公共業務用無線（基地局・携帯基地
局）400MHz

 

 
 
（８） 勘案事項 

① 電波に関する技術の発達の動向 

400MHz 帯を利用するデジタル方式の簡易無線に関する技術的条件について、平

成 20 年 3 月に情報通信審議会から答申が出され、その後、制度化された。本シス

テムは、機器のコストダウンを考慮して技術基準を策定しており、今後の普及が

見込まれる。 

地上テレビジョン放送のデジタル化に伴い、710MHz から 770MHz までの周波数帯

が空くことから、平成 24 年 7 月 25 日より、710MHz から 730MHz を ITS（高度道路

交通システム）に、730MHz から 770MHz を携帯電話等の電気通信業務用に使用でき

るように平成 19 年 12 月に周波数割当計画を変更した。現在、これらのシステム

について、導入に向けた検討が進められているところである。 

 

② 電波に関する需要の動向 

400MHz 帯を使用する簡易無線局数の増加に牽引され、本周波数帯のアマチュア

局を除く局数は、やや増加傾向にあり、これは今後も続くものと考えられる。 

本周波数帯は、移動通信に適した電波伝搬特性を有するとともに無線設備の小

型化が容易であることから、今後も一定の需要が見込まれる。 

また、地上テレビジョン放送の周波数再編後には新たなシステムの導入が予定

されている。 

なお、350MHz 帯を使用するマリンホーンについては、その使用に地域的な偏在

があるとともに、無線局数についても減少傾向にある。 
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図表－全－６－２５ マリンホーンの無線局数の推移（各総合通信局の比較） 

北海道 東北 関東 信越 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

平成17年度 1,364 942 0 0 559 154 0 0 41 107 0 

平成20年度 1111 662 0 0 474 109 0 0 7 0 0
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③ 周波数割当の動向 

WRC-07 において、450～470MHz 帯及び 470～806MHz 帯について、新たに地上系

の IMT に特定されたことを踏まえ、日本においては、周波数の使用状況を考慮し、

平成 20 年 1 月に周波数割当計画の変更を行い、730～770MHz 帯の周波数帯を新た

に地上系の IMT に特定した。 

 

（９） 評価 

本周波数帯は、防災無線、公共分野の自営無線、放送（アナログテレビジョン・

デジタルテレビジョン）等、様々な重要な電波利用システムに利用されるとともに、

アマチュア無線、簡易無線、タクシー無線等にも広く利用されている。 

アマチュア局を除く無線局数はやや増加傾向にあり、これらの電波利用システム

の重要性から判断すると、適切に利用されているものと認められる。 

地上テレビション放送のデジタル化後に空く周波数帯を、ITS 及び携帯電話等の電

気通信業務用として利用することとしていることから、これらの新しい無線システ

ムの導入に向けた検討が円滑に進展していくことが望まれる。 

なお、個別の電波システムに関する評価は以下のとおりである。 

350MHz 帯を使用するマリンホーンについては、地域的な偏在や無線局の減少傾向

を踏まえ、他の無線システムによる代替等、今後の運用形態について検討していく

ことが望ましい。 

400MHz 帯を使用するアナログ方式のタクシー無線については、タクシー無線の需

要増を吸収しつつ、周波数の有効利用を図るため、デジタル化を推進し、電波法関

係審査基準に示す方針に従い、平成 28 年 5 月 31 日までに廃止することが適当であ
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る。 

400MHz 帯を使用するアナログ方式の簡易無線は、周波数割当計画に示す方針に基

づき、平成 34 年 11 月 30 日までに廃止することが適当である。 

400MHz 帯を使用する防災無線については、デジタル化に伴う防災無線の周波数の

統一の観点から、260MHz 帯への移行を促進するとともに、現在、400MHz 帯を使用し

ている防災行政用無線の無線機器については、その耐用年数に従い、自然減として

いくことが適当である。 

400MHz 帯を使用する電気事業用無線については、データ通信等の需要に対応する

とともに、周波数の有効利用を図るため、デジタル化・狭帯域化を推進し、平成 23

年 5 月 31 日までにアナログ方式を廃止することが適当である。 

400MHz 帯を使用する AVM サインポスト（無線標定陸上局）については、現在の開

設局数が「0 局」であり、今後も開設される見込みがないことから、当該システムへ

の周波数分配を削除することが適当である。 

当該帯域を使用する陸上・自営系無線について、現在、アナログ方式を採用して

いる無線機器は、周波数の有効利用を図る観点から、デジタル化や狭帯域化を促進

していくことが望ましい。 
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